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Ⅰ 法人の概要  

１ 法人の現況 

（１） 法人名称  地方独立行政法人岐阜県立多治見病院 

 

（２） 所在地   岐阜県多治見市前畑町５丁目161番地 

 

（３） 設立年月日  平成22年４月１日 

 

（４） 役員の状況                   令和６年４月１日現在 
 氏  名 役    職 

理事長 近藤 泰三 院 長 

副理事長 後藤 賢也 副院長兼事務局長 

理事 梶川 真樹 副院長兼外科統括部長 

理事 日比野 剛 副院長兼内科統括部長 

理事 杉田 竜太郎 副院長兼脳神経外科部長 

理事 東 智美 副院長兼看護部長 

理事 加藤 智子 ヤマカ㈱代表取締役 

理事 村瀬 登志夫 元多治見市教育委員会教育長 

監事 小島 浩一 弁護士 

監事 木村 太哉 公認会計士 

 

（５） 職員数(令和６年４月１日現在)                     単位：人 

職種 常勤 非常勤 合計 

医師 175 2 177 

看護師 465 207 672 

コメディカル 210 29 239 

事務等 58 109 167 

合計 908 347 1,255 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 組織図  

                                   令和６年４月１日現在 

 

 
 

　

 

（ 専 門 部 門 ）

情 報 シ ス テ ム 課

（診療部門）

が ん 診 療 連 携 セ ン タ ー が ん 診 療 連 携 課

治 験 管 理 部

総 務 課
感 染 管 理 部

放 射 線 治 療 セ ン タ ー

医 事 課

臨 床 工 学 部

薬 剤 部

栄 養 管 理 部

施 設 用 度 課

周産期母子医療センター

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ セ ン タ ー

集 中 治 療 セ ン タ ー

救 命 救 急 セ ン タ ー

臨 床 研 修 セ ン タ ー

医療連携・診療支援課

輸 血 部

内 視 鏡 セ ン タ ー

化 学 療 法 部

医 療 安 全 部

 　　副　　　院　　　長

化 学 療 法 セ ン タ ー

中 央 手 術 部

３５　診　療　科
【法人役員】

  理事長１人　 　副理事長１人

  理事６人（うち外部２人）

  監事２人

   ( 兼  事  務  局  長 ）

　 ( 兼 外 科 統 括 部 長 )

（ 病 棟 部 門 ）

 　　副　　　院　　　長

 　( 兼 整形外科第一部長 )

 　　副　　　院　　　長

　　内科　腎臓内科　血液内科　糖尿病・内分泌内科

　　リウマチ科　精神科　神経内科　呼吸器内科

　　消化器内科　循環器内科　小児科　新生児内科
　
　　外科　消化器外科　乳腺・内分泌外科　心臓外科

　　血管外科　整形外科　形成外科　脳神経外科

　　呼吸器外科　麻酔科　皮膚科　ひ尿器科　産婦人科

　　眼科　耳鼻いんこう科　リハビリテーション科

　　放射線治療科　放射線診断科　緩和ケア内科

　　歯科口腔外科　病理診断科　臨床検査科　救急科
　 ( 兼 内 科 統 括 部 長 )

 　( 兼 脳神経外科部長 )

中 央 放 射 線 部

看 護 部

 　( 兼　看　護　部　長 )

（ 中 央 部 門 ）

 　　副　　　院　　　長
 　( 兼 血 液 内 科 部 長 )

中 央 材 料 部

新 棟 建 設 室

事　 務 　局

病 院 長

 　　副　　　院　　　長

 　　副　　　院　　　長

 　　副　　　院　　　長

医 療 相 談 課

がんゲノム医療センター

経 営 企 画 課

地域医療連携センター
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２ 法人の基本的な目標 

（１） 中期目標の前文 

地方独立行政法人岐阜県立多治見病院（以下「法人」という。）は、平成22年度の設立以降、県

民が身近な地域でいつでも安心して良質な医療を享受できるように、東濃圏域の基幹病院として地

域の医療水準の向上及び住民の健康増進に取り組んできた。 

平成27年度から令和元年度までの第２期中期目標期間においては、地方独立行政法人制度の特

徴を生かした病院経営をしながらより質の高い医療サービスの提供に努め、高精度放射線治療装置

の充実による先進的かつ効果的な治療の実施、院内保育施設の移転新築による職員の就労環境の整

備、経常収支比率100％以上を達成するなど着実な成果をあげた。 

一方、医療を取り巻く環境は、少子高齢化が進行し、2025年には全ての団塊世代が75歳以上と

なることから、将来あるべき医療提供体制や地域包括ケアシステムの構築を通じて、地域における

医療や介護を確保するため、県では、地域医療構想を策定し、医療機能の分化や地域の医療機関の

連携を推進している。 

このため、第３期中期目標期間においては、これらの医療制度や社会経済情勢の変化に迅速に対

応するとともに、第２期中期目標期間の経営面・運営面における実績等を踏まえ、さらなる自主性・

効率性・透明性の高い病院運営に努め、東濃地域の中核病院として、政策医療を担うなど重要な役

割を果たすとともに、地域医療構想を踏まえた医療の提供、地域の医療機関への支援等により、地

域全体の医療水準の向上を図り、もって県民の健康の確保及び増進に寄与していくことを強く求め

るものである。 

 

（２） その他法人の特徴として記載すべき事項 

◆中央診療棟の建替えの推進 

昭和56年及び59年に建てられた旧中央診療棟は築30年以上を経過し、外来患者の増加による

外来部門の狭隘化や手術室・カテーテル治療室の不足、設備（上水道等）老朽化等が深刻となって

きており、また災害時の診療機能にも不安が大きいため、早急な対応が求められていた。 

地域の基幹病院として県民・地域住民に引き続き適切な医療環境を提供するため、中央診療棟

の再整備を図る必要があり、平成27年度に基本構想、平成28年度に基本計画、平成30年６月に

基本設計、令和元年８月に実施設計を策定した。令和３年７月の入札を経て、令和３年９月に建

設工事に着手し、令和６年１月に竣工。令和６年４月に開設した。 

 

◆病床機能報告 

県では、２次医療圏ごとの各医療機能の将来の必要量を含め、その地域にふさわしいバランス

のとれた医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）の分化と連携を適切に推進するための

地域医療構想が策定された。 

当院においても、当院の医療機能（高度急性期、急性期、慢性期）について病棟単位で現状と今

後のあり方を検討し、東濃圏域における地域医療構想の具現化に参画する。 

 

３ 設置する病院の概要 

 （１） 病院名称  岐阜県立多治見病院 

（２） 所 在 地  岐阜県多治見市前畑町５丁目161番地 

（３） 沿  革 

年 月 概要 

昭和14年 ５月 県立多治見病院開設→診療開始 昭和14年９月８日 
昭和33年 10月 医療法による「総合病院」の指定 
昭和43年 ２月 岐阜県知事から「救急病院」の指定 
昭和56年 11月 診療本館（現 中央診療棟）一期工事完成 
昭和59年 ２月 診療本館（現 中央診療棟）二期工事完成 
昭和63年 12月 MRI棟完成 
平成 ２年 10月 新東病棟（現 東病棟）完成 
平成14年 ３月 (財)日本医療機能評価機構による病院機能評価(Ver.5.0)の認定取得 
平成18年 １月 電子カルテシステム導入 
平成22年 ３月 中・西病棟完成 
  〃 ４月 地方独立行政法人に移行 
  〃 ６月 緩和ケア病棟20床開設 
平成24年 １月 (公財)日本医療機能評価機構による病院機能評価(Ver6.0)の認定取得 
    〃 ５月 精神科病棟46床開設（再開） 
平成25年 ４月 高精度放射線治療センター稼働 
平成28年 ３月 卒後臨床研修評価機構の認定取得 
  〃 11月 病床数を575床へ変更（一般病床52床廃止） 
平成29年 ３月 (公財)日本医療機能評価機構による病院機能評価(3rdG:Ver1.1)の認定取得 

〃 ４月 血液浄化センター稼働 
平成30年 ６月 自治体立優良病院総務大臣表彰受賞 
平成31年 ３月 新保育施設開設 
令和 ２年 ４月 病床数を570床へ変更（一般病床１床・精神科病床４床廃止） 
令和 ４年 ３月 (公財)日本医療機能評価機構による病院機能評価(3rdG:Ver2.0)の認定取得 
  〃 10月 病床数を561床へ変更（精神科病床９床廃止） 
令和 ５年 １月 病床数を553床へ変更（一般病床８床廃止） 
令和 ６年 １月 新中央診療棟竣工 
  〃 ４月 新中央診療棟開設 
  〃 〃 病床数を539床へ変更（一般病床14床廃止） 
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（４） そ の 他  

基本理念 安全で、やさしく、あたたかい医療に努めます。 

主な役割及び機能 
東濃医療圏における基幹病院として、高度先進医療、急性期医療 

及び政策医療等の県民が必要とする医療の提供 

重点医療 
救急医療/周産期医療/がん医療/精神科医療・感染症医療/緩和ケア

/レスパイトケアのための短期入所施設の整備・充実 

診療科目 

内科/腎臓内科/血液内科/糖尿病・内分泌内科/リウマチ科/精神科/

神経内科/呼吸器内科/消化器内科/循環器内科/小児科/新生児内科/

外科/消化器外科/乳腺・内分泌外科/心臓外科/血管外科/整形外科/

形成外科/脳神経外科/呼吸器外科/麻酔科/皮膚科/ひ尿器科/産婦人

科/眼科/耳鼻いんこう科/リハビリテーション科/放射線治療科/放

射線診断科/緩和ケア内科/歯科口腔外科/病理診断科/臨床検査科/

救急科 

病床数 539床  （一般487床：結核13床：精神33床：感染症６床） 

年間延べ患者数 

（令和６年度） 

入院   ： 139,541人 

外来   ： 265,219人 
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Ⅱ 全体的な状況   

１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するための取組 

１－１ 診療事業 

東濃圏域の基幹病院として、地域の医療機関等との役割分担・連携のもと、地域の限られた医療資源

を有効活用し、良質かつ高度な医療を提供できるよう病床機能や規模、医療需要等の将来予測を踏ま

えながら診療事業を推進した。 

より質の高い医療の提供のために、新中央診療棟の整備、高度医療機器の計画的な整備、必要な職員

の確保、職員のスキルアップ支援、院内研修の実施、チーム医療の推進、ICT（情報通信技術）の活用、

入退院支援の充実、医療安全対策や院内感染防止対策の充実を図った。 

患者・住民サービスの向上について、施設改修や患者給食の向上による院内環境の整備、よろず相

談、がん相談等の実施による相談体制の充実、患者の紹介、逆紹介の推進等を実施した。また、病院広

報誌や地域情報誌、SNS等において積極的な情報発信を展開したほか、患者や周辺住民からの病院運営

に関する意見を反映する場として、地域住民等と病院とで構成する「岐阜県立多治見病院運営協議会」

を開催し、協議会の委員らとの意見交換を行った。 

診療体制の充実について、入院前や入院初期に介入することで、転院や早期退院の問題となる事象

を速やかに把握し、在院日数の短縮を図った。また、医療連携推進協議会等を開催し、地域医師会や地

域の医療機関と情報交換を行い、患者動向や医療ニーズの把握に努めた。 

地域医療支援病院として、訪問活動を通じて近隣医療機関との役割分担の明確化と連携強化を図っ

ており、患者紹介率、逆紹介率ともに高い水準を維持した。（紹介率73.3％、逆紹介率95.3％）重点

的に取り組む医療として、がん医療においては、引き続き高精度放射線治療装置の２台体制により、根

治照射・予防照射・緩和照射等、正確で質の高い放射線治療を提供した。 

新中央診療棟への移転と同時に手術支援ロボット「ダヴィンチ」を導入し、ひ尿器科、外科、産婦人

科をはじめとする患者への手術時の負担軽減を可能とした。 

また、大動脈弁狭窄症に対するカテーテル治療「TAVI」の実施に向け準備を開始した。体への負担が

少なく入院期間が短いのが特徴であり、開胸手術が困難な患者への適応が期待される。 

レスパイトケアのための短期入所施設の整備では、新中央診療棟の５階病棟に医療的ケア児を対象

とした短期入所に対応可能な病室を整備した。また、医師、看護師、事務職員で構成したプロジェクト

チームで、他病院の視察等を実施するなど具体的かつ詳細検討を行うとともに、関係機関との事前協

議を開始した。 

 

 

１－２ 調査研究事業 

 臨床共同研究について、関連大学等からの依頼に積極的に取り組んだ。 

 診療に関する情報は分析・集計した上で一元的に管理し、各診療科医師や各部門からの要望に応じ、

必要な医療情報を提供した。また、各種医療データを活用した集計データを管理会議や診療報酬委員

会へ報告し、病院経営や研究支援に活用した。 

 「QI事業」には引き続き参加し、データの提出後、フィードバックされたベンチマーク結果を医療

の質向上委員会へ報告し、医療の質の向上を図った。 

  

 

 

１－３ 教育研修事業 

 内科領域、外科領域及び精神科領域において、専攻医の専門研修プログラムの基幹施設として専攻を

募集し、内科領域で４名、外科領域で１名を採用した。 

医学部生、看護学生等の実習を積極的に受け入れるなど、医療従事者の育成に努めた。また、救急救

命士に対して、病院実習の実施のほか、救急入院後の事後検証会を定期的に開催するなど医療技術の向

上を支援した。 

県立多治見看護専門学校に対して、当院の医師・看護師等を専任教員又は非常勤講師として派遣し看

護師養成を支援した。 

 

 

１－４ 地域支援事業 

 開業医への訪問活動を通じて、高度医療機器や開放型病床の共同利用の促進を図るとともに、国民健康 

保険上矢作病院、土岐市立総合病院へ医師を派遣するなど、医師不足地域の医療機関やへき地医療機関へ 

の診療支援を継続した。 

  岐阜県病院協会医学会において当院から 11名が発表し１名が優秀演題賞に選出された。また、東濃医

学会学術集会では５演題を発表するなど地域医療水準の向上に寄与した。 

  大学、専門学校からの要請に応じ、講師の派遣や実習生の受入れを行った。また、高校生を対象にし 

た「ふれあい看護体験」や、多治見市内の中学生の職場体験に各部署で対応するなど、社会的な要請に対

し積極的に協力した。 

多治見市のバロー文化ホールで健康フェスタを開催し、体験ブースや病院紹介ブースの設置、外部講師

による市民公開講座を実施し、保健医療情報の積極的な発信に努めた。 

 

 

１－５ 災害等発生時における医療救護 

 新中央診療棟へ外来・救急部門が移転したことに伴いBCPおよび災害対策マニュアルの改定を行った。

また、BCPに基づいた災害実動訓練を行った。 

 多治見市消防本部の職員を講師に招き机上訓練を初めて行い、火災発生時の動きや消火設備等を改めて

確認する機会となった。 

 病院被災時においても診療情報が消失しないよう、院内および遠隔地に保存するバックアップデータの

作動確認を行った。 

  感染症指定医療機関として、地域の医療機関や保健所と連携し、感染症に係る情報共有や感染対策の支

援ができる体制整備を行った。 

 DMATは、国が主催する大規模地震時を想定した医療活動訓練に参加した。 
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２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

 コンプライアンスの徹底について、新規採用職員へ服務と倫理研修を実施したほか、全職員に対しコ

ンプライアンス研修として、個人情報保護とハラスメント防止に係る動画による研修を実施した。ま

た、委託業者２社を選定し業務委託の質を評価した。委託業者による自己評価及び担当部署の評価を行

う事で改善点を見出し、業務の質の向上へつなげた。 

適切な情報管理については、情報担当部門の職員が情報セキュリティ管理士の資格を取得したこと

で、より高度なセキュリティ対策の実施につながった。また、厚生労働省のサイバーセキュリティ確保

事業を活用し専門家の現地調査等による脆弱性診断を行った。 

多様な契約手法の導入については、診療材料の価格交渉を進めるうえで病院単独交渉には限界があ

ることから、共同購入組織に調達業務を委託し価格低減を図った。また、MRPベンチマークシステムを

活用することで適正価格を把握することができ、入札時には複数の応札があり競争が生まれた。 

収入の確保について、長期入院患者やDPC入院期間Ⅱの期間を越えた患者の状況を確認し、必要に応

じ病棟をラウンドすることで原因を把握し対策した。 

 

３ 予算、収支計画及び資金計画 

 

［収益］ 入院について、昨年度と比べ入院診療単価、入院患者数ともに増加し、入院収益は昨年度

比2.6％（3.1億円）の増となった。外来については、外来患者数および外来診療単価が増加

したため、外来収益は昨年度比5.8％（3.5億円）の増となった。その他、補助金等収益が昨

年度比76.7％（2.5億円）の減となったが、運営費負担金収益は昨年度比18.8％（2.7億円）

の増となり、収益全体では昨年度比 3.7%(7.5億円)の増となった。また、計画に比べ医業収

益において3.1％（6.1億円）の減、収益全体で1.7％（3.7億円）の減となった。 

［費用］ 薬品費、診療材料費の増により、昨年度と比べ医業費用で 8.4％（17.0億円）の増となっ

た。中央診療棟への引越しを含む経費の増により昨年度比 1.9%（4.5億円）の増となり、費

用全体では昨年度比7.9%(16.7億円)増となった。また、計画に比べ医業費用において4.6％

（9.7億円）の増、費用全体では6.0％（13.7億円）の増となった。 

 

この結果、単年度収支は32億１千万円の赤字となり、経常収支比率も87.0%で、昨年に引き続き目

標である100％以上を達成することができなかった。職員給与費対医業収益比率は、目標50％以下に

対して、52.4％となった。業務の効率化や医業収益の更なる増収を目指していくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

経常収支比率 ＝ （営業収益＋営業外収益）÷（営業費用＋営業外費用）×100 

     営業収益      20,787,137千円 

     営業外収益       139,015千円 

     営業費用      22,690,538千円 

   営業外費用     1,371,881千円 

 

 

４ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

職員の就労環境の向上について、院長、副院長を構成員とする働き方改革会議を毎月実施し、部門ご

との時間外勤務の状況や各医師の時間外勤務の推移を把握し、長時間労働該当医師の診療科部長に対し

文書で注意喚起を行った。 

看護職員向けに顔認証による勤怠管理システムを構築した。本システムにより時間外勤務や休暇等の

申請を紙申請からシステム申請になることで負担軽減を見込んでいる。 

職員のモチベーション向上に資する取組みとして、「パワハラをなくそう」と題してメンタルヘルス

講演会を開催し、職員が安心して働ける職場づくりをめざした。 

  職員の健康管理について、前期定期健康診断 とあわせて「ストレスチェック」を実施した。また、

定期健康診断や人間ドックの確実な受診を促し、要精密検査等の指示のあった職員に対するフォローア

ップを行い、健康管理対策の充実に努めた。 

  化学療法の患者増加に対応するため、旧外来スペースを活用し「第２化学療法センター」を開設した。 

医療機器の整備について、厳しい経営状況から整備対象を緊急性の高い機器、収益性の高い機器、複

数の診療科で共同利用できる機器に対象を絞って整備した。 

  法人が負担する債務の償還について、岐阜県に対する債務の償還を確実に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

6 

Ⅲ 自己評価結果一覧表 

項目 

項

目 

番

号 

自己 

評価 

検証 

結果 

１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するための取組 

   

 １－１ 診療事業    

  １－１－１ より質の高い医療の提供 01 Ⅳ  

  １－１－２ 患者・住民サービスの向上 02 Ⅳ  

  １－１－３ 診療体制の充実 03 Ⅳ  

  １－１－４ 近隣の医療機関等との役割分担及び連携 04 Ⅳ  

  １－１－５ 重点的に取り組む医療 05 Ⅳ  

 １－２ 調査研究事業    

  １－２－１ 調査及び臨床研究等の推進 06 Ⅲ  

  １－２－２ 診療情報等の活用 07 Ⅲ  

 １－３ 教育研修事業    

  １－３－１ 医師の卒後臨床研修等の充実 08 Ⅲ  

  １－３－２ 医師・看護師・コメディカルを目指す学生、救急救命士等

に対する教育の実施 
09 Ⅲ  

 １－４ 地域支援事業    

  １－４－１ 地域医療への支援 10 Ⅳ  

  １－４－２ 社会的な要請への協力 11 Ⅳ  

  １－４－３ 保健医療情報の提供・発信 12 Ⅳ  

 １－５ 災害等発生時における医療救護    

  １－５－１ 医療救護活動の拠点機能の充実 13 Ⅳ  

  １－５－２ 他県等の医療救護への協力 14 Ⅳ  

  １－５－３ 被災時における病院機能維持のための準備体制の充実 15 Ⅲ  

  １－５－４ 新型インフルエンザ等発生時における役割の発揮 16 Ⅳ  

項目 

項

目 

番

号 

自己 

評価 

検証 

結果 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組    

 ２－１ 効率的な業務運営体制の確立    

  ２－１－１ 組織体制の充実 17 Ⅳ  

  ２－１－２ 診療体制及び人員配置の弾力的運用 18 Ⅲ  

  ２－１－３ 人事評価システムの運用 19 Ⅲ  

  ２－１－４ 事務部門の専門性の向上 20 Ⅲ  

  ２－１－５ コンプライアンス（法令等の遵守）の徹底 21 Ⅲ  

  ２－１－６ 適切な情報管理 22 Ⅳ  

 ２－２ 業務運営の見直しや効率化による収支の改善    

  ２－２－１ 多様な契約手法の導入 23 Ⅳ  

  ２－２－２ 収入の確保 24 Ⅲ  

  ２－２－３ 費用の削減 25 Ⅳ  

３ 予算(人件費の見積含む。)、収支計画及び資金計画 26 Ⅱ  

４ 短期借入金の限度額    

５ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれ

る財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

   

６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画    

７ 剰余金の使途    

８ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項    

 ８－１ 職員の就労環境の向上 27 Ⅳ  

 ８－２ 岐阜県及び他の地方独立行政法人との連携に関する事項 28 Ⅲ  

 ８－３ 施設・医療機器の整備に関する事項 29 Ⅳ  

 ８－４ 内部統制の充実強化 30 Ⅲ  

 ８－５ 法人が負担する債務の償還に関する事項 31 Ⅲ  

 ８－６ 年度計画における主な計画数値 32 Ⅲ  
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 Ⅳ 財務情報及び人員に関する情報  

指  標 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

経常収益（千円） 19,606,644 20,844,128 20,816,367 20,206,597 20,926,153 

経常費用（千円） 20,195,136 20,959,164 21,494,821 23,717,259 24,062,419 

経常利益（千円） ▲588,492 ▲115,036 ▲678,454 ▲3,510,662 ▲3,136,266 

従事人員数（人） 1,287 1,265 1,245 1,239 1,265 

 
 
 Ⅴ 項目別の状況   
 

主な指標（３ 予算（人件費の見積含む。）、収支計画及び資金計画） 

 指標 達成目標（中期目標・中期計画） 
 

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 
（参考）前中期目標最終年度値 

経常収支比率 100％を超過 95.5％ 97.1％ 99.5％ 96.8％ 85.2％ 87.0% 

医業収支比率 100％を超過 96.7％ 91.3％ 95.5％ 91.8％ 90.0％ 94.0% 

職員給与費対医業収支比率 50％未満 54.4％ 58.0％ 53.0％ 54.2％ 53.5％ 52.4% 

 
 

１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するための取組 

 

中
期
目
標 

１－１ 診療事業  東濃圏域の基幹病院として、近隣の医療機関との役割分担・連携の下、高度急性期医療、急性期医療、先進医療、政策医療等の県民が必要とする医療を提供することを求める。 

※ より質の高い医療の提供 

法人が有する人的・物的資源を有効に活用し、高度で専門的な医療に取り組むことで、県内医療水準の向上に努めること。 

特に、チーム医療に貢献できる専門性を持った医療スタッフの確保や医師のタスク・シフティング（業務の移管）に資する特定行為を実施できる看護師の育成及び各職種の教育研修の充実に努め、提供

する医療水準の維持・向上を図ること。 

また、個々の患者に最適な医療を選択し、より質の高い医療を提供するため、チーム医療やクリニカルパスの推進、入退院支援の充実、ICT（情報通信技術）やAI（人工知能）等の活用に努めること。 

さらに、院内感染予防、医療事故防止等医療安全対策を徹底し、安全・安心な医療と治療環境の提供に努めること。 

※ 患者・住民サービスの向上 

来院から診察、検査、会計等に至る全てのサービスの待ち時間の改善、快適性及びプライバシー確保に配慮した院内環境の充実、インフォームドコンセントの徹底、セカンドオピニオンの推進、医療に

関する相談体制の充実等、病院が提供する全てのサービスについて患者の利便性の向上に努めるとともに、患者満足度調査の実施等により満足度の向上を図ること。 

また、病院運営について、ホームページ等を通じて積極的に情報発信するとともに、患者のみならず地域住民の意見を取り入れ、患者・住民サービスの向上を図ること。 

※ 診療体制の充実 
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医療需要の質的・量的な変化や新たな医療課題に適切に対応するため、患者動向や医療需要の変化に即して診療部門の充実若しくは見直し又は専門外来の設置若しくは充実等診療体制の整備・充実を図

ること。 

※ 近隣の医療機関等との役割分担及び連携 

医療保険者による糖尿病の重症化予防や脳卒中、心臓病その他の循環器病の予防等の取組みを推進すること。 

近隣の医療機関等との役割分担を明確にし、病院・病床機能の分化・強化を図るとともに、地域連携クリニカルパスや ICT（情報通信技術）の活用等により地域の医療機関との連携を充実・強化し、地

域の実情に応じて東濃圏域の基幹病院としての機能を引き続き発揮し、県民が求める医療を提供すること。 

また、地域医療支援病院として、紹介率・逆紹介率の維持・向上に努めること。 

さらに、円滑に在宅医療・介護へ移行するため、他の機関との連携を充実・強化し、医療から介護・福祉へと切れ目のないサービス提供の促進を図ること。 

※ 重点的に取り組む医療 

高度急性期医療、急性期医療、先進医療及び政策医療といった他の医療機関においては実施が困難ではあるものの県民が必要とする医療を重点的に実施すること。 

特に、「救急医療」、「周産期医療」、「がん医療」等の高度で先進的な医療及び「精神科医療」、「感染症医療」等の政策医療を重点医療として位置付け、提供すること。 

救急医療については、地域の医療機関等との連携の推進や新中央診療棟の整備に伴う高度な医療の提供等により、東濃圏域の中核病院として重症救急患者への対応を強化すること。 

がん医療については、新たに整備した高精度放射線治療装置等による治療に加え、患者の就労も含めた相談支援の充実を図る等、拠点病院としての機能を強化すること。また、地域の医療機関等との連

携の強化や、緩和ケアを提供できる人材の育成・確保等により、緩和ケア病棟と在宅での一貫した緩和ケアが受けられる体制の充実を図ること。 

また、新中央診療棟整備に合わせて、レスパイトケア（障がい児を在宅でケアしている家族を癒すため、一時的にケアを代替し、リフレッシュを図ってもらう家族支援サービス）のための短期入所機能

の整備をすること。 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

01 ※ より質の高い医療の

提供 

 

１ 高度医療機器の計画

的な更新・整備 

 

２ 医師、看護師、コメデ

ィカル等の医療従事者

の確保 

 

３ 大学等関係機関との

連携や教育研修の充実

による優れた医師の養

成 

 

４ 特定行為看護師、認定

看護師等の資格取得の

促進 

５ コメディカルに対す

４ 特定行為看護師、認定看護師等の資格取得の促進 

・看護師１名が麻酔コース（術中麻酔管理領域）の特定行為看護師研修を

修了した。 

・臨床輸血看護師認定研修の資格を１名取得した。 

・自己血輸血看護師１名が認定資格を取得した。 

・造血細胞移植コーディネーター認定研修に１名受講中。 

 

【認定看護師・専門看護師数】      単位：人（各年度末時点）  

区分 分野 R2 R3 R4 R5 R6 

認定 皮膚・排泄ケア 3 3 2 2 2 

集中ケア 2 2 2 2 2 

緩和ケア 1 1 1 1 1 

がん化学療法看護 3 3 3 3 3 

がん性疼痛看護 1 1 1 1 1 

感染管理 2 2 2 2 2 

新生児集中ケア 1 1 1 1 0 

摂食・嚥下障害看護 1 1 1 1 1 

救急看護（クリティ 1 1 1 1 1 

１ 高度医療機器の計画的な更新・整備 

・新棟移転時の集中的な整備により医療機器の調達に一定の目途が立って

いること、病院の経営状況が厳しい状況となっていることから、機器整

備の対象を老朽化や故障により緊急的に整備が必要な機器及び高い収益

性が見込める機器に限定し、高額医療機器の調達を次年度以降に見送っ

た。今後、整備が必要となる高額医療機器について院内関係部門と製造

元、機種、機能、調達方法、調達時期について検討を行った。 

 

【更新・整備した主な機器】 

機器名 整備目的・用途 

なし  

 

２ 医師、看護師、コメディカル等の医療従事者の確保 

・看護師・助産師の確保について、就職ガイダンスへの参加、当院ホーム

ページやSNS等の各種媒体を活用した。 

・大学医局との連携や代務医の招聘等により、医師確保に努めた。 

・定年を迎えた医師・看護師等のうち、病院経営に寄与すると認められる

職員の再雇用を実施した。 

Ⅳ 資格取得者が前年度よ

り増えていること、医

療安全・感染対策教育

講演会への参加率が増

えたことを評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

る専門研修の実施 

 

６ 専門性を発揮したチ

ーム医療の推進 

 

７ ICT（情報通信技術）や

AI（人工知能）等の活用 

 

８ 入退院支援の充実 

 

９ 医療事故防止等医療

安全対策の充実 

 

10 院内感染防止対策の

充実 

カルケア看護へ移

行） 

慢性心不全看護 1 1 1 1 1 

脳卒中リハビリテ

ーション看護 

1 1 1 1 1 

糖尿病看護 2 2 2 2 1 

認知症看護 1 2 2 2 2 

訪問看護 1 1 1 1 1 

手術看護 1 1 1 1 1 

透析看護 1 1 1 1 1 

心不全看護 － 1 1 1 1 

小 計 23 25 24 24 22 

専門 がん看護 3 3 3 3 2 

急性・救急看護 1 1 1 1 1 

認定看護管理者 1 1 1 1 0 

 

６ 専門性を発揮したチーム医療の推進 

・院内迅速対応チーム（RRT）確立のため、救急外来医師１名、特定行為

看護師１名で週２回モデル病棟（整形外科病棟）をラウンドした。 

・クリニカルパスの新規登録を推進するために、クリニカルパス推進委員

会を通じて働きかけ、新規パスが昨年度より 14件増となった。また、

パス利用率は2.1％増加した。 

 

【診療科別クリニカルパスの内訳】         単位：件 

診療科名＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

産婦人科 19 19 16 21 23 

整形外科 12 12 12 12 12 

呼吸器科 4 4 4 8 8 

外科・消化器外科 11 13 13 13 13 

循環器科 22 23 20 22 28 

その他 74 76 90 89 95 

合 計 142 147 155 165 179 

 

 

 

・福利厚生対策として、院内保育施設にて夜間保育・休日保育・病児保育

を実施した。夜間保育（木曜日）利用者数は延べ 70人、病児保育利用

者数は延べ83人、休日保育実施日数は65日。 

 

【医療従事者数（常勤）】（各年度末時点）      単位：人 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

医師 151 156 165 163 165 

看護師・助産師 490 477 446 453 451 

コメディカル 199 199 198 201 205 

 

３ 大学等関係機関との連携や教育研修の充実による優れた医師の養成 

・岐阜県医師育成・確保コンソーシアムの補助金を活用し、外部講師によ

る研修を実施した。（計16回開催） 

・岐阜県医師育成・確保コンソーシアムが岐阜大学で開催する臨床研修指

導医講習会を、上級医４名が受講した。 

・専攻医研修プログラムの基幹施設（内科・外科・精神科領域）としてプ

ログラムの見直しを行い、日本専門医機構の承認を得た。 

 

５ コメディカルに対する専門研修の実施 

・最新の高度医療に対応できる技術・知識を有する職員を養成するため、

引き続き国、岐阜県等が主催する講習会、研修会への参加や各種認定資

格の取得、維持のための支援を行った。 

 

【資格取得・認定及び学会研修会等の参加状況】 

項目 資格取得・ 
認定件数(件) 

学会研修会等 
延べ参加者数(人) 

職種 R2 R3 R4 R5 R6 区分 R2 R3 R4 R5 R6 

薬剤師 6 9 3 8 13 
参加 42 74 102 47 22 

発表 2 2 12 5 6 

放射線

技師 
3 8 33 15 12 

参加 213 307 144 94 82 

発表 5 20 18 12 9 

臨床検

査技師 
2 3 3 6 8 

参加 9 28 56 68 25 

発表 0 0 3 4 4 

臨床工

学技士 
4 2 7 12 15 

参加 6 22 31 37 17 

発表 0 0 4 2 1 

リハビ

リ技師 
20 22 33 28 29 

参加 19 41 85 74 36 

発表 0 1 14 7 6 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

【クリニカルパス利用率】 

R2 R3 R4 R5 R6 

45.3% 45.0% 49.9% 50.3% 52.4% 

 

 

９ 医療事故防止等医療安全対策の充実 

・第２回医療安全講演会は、「心理的安全性」「カルテ記載の重要性」をテ

ーマに講演した。 

・医療安全推進週間の取組みとして、「医療安全、心理的安全性」につい

て川柳を募集し、投票と表彰を行い掲示板と食堂への掲示を行った。多

数の応募があり、病院全体で取り組むことができた。 

・転倒転落事例についてはSHELL分析を行い評価した。 

・医療安全ラウンドを月に１回行うことで、麻薬の適正使用・保管の状況

の確認、環境の確認を行い、医療安全予防を図った。 

・医療安全対策地域連携加算１－１、１－２施設間カンファレンスを行

い、他病院での取組みを参考に当院のルールを再確認する機会となっ

た。 

・患者誤認について病院全体での取組みとし、インシデント事例の内容と

件数を部会、管理委員会で報告し、改善策の検討、周知ができるよう取

組みを行った。この結果、患者誤認の減少に繋げることができた。 

 

【インシデント・アクシデント件数】                  単位：件 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

インシデント 4,007 4,305 3,960 3,354 3,420 

アクシデント 24 29 18 19 34 

合計 4,031 4,334 3,978 3,373 3,454 

 

【医療安全講演会開催実績】          単位：人 

テーマ（開催日） 参加数 
参加率
（％） 

心理的安全性について 

SafetyPlusを使用し講演の視聴と

アンケートを実施 

（１）心理的安全性と現場に心理

的安全性がないとき！ 

（２）心理的安全性と医療安全文化 

1,158 97.2 

管理栄

養士 
0 0 4 3 7 

参加 1 1 14 28 26 

発表 0 0 1 1 1 

合 計 35 44 83 72 84 
参加 290 473 432 301 208 

発表 7 23 52 26 27 

 

７ ICT（情報通信技術）やAI（人工知能）等の活用 

・検査説明、入院案内の動画を作成し、患者のスマートフォンで閲覧でき

る仕組みを構築した。 

・AI画像診断を利用しているが、文書作成システム等（退院サマリ、看護

サマリ）にAIが活用できないか検討した。 

 

８ 入退院支援の充実 

・施設や訪問看護ステーション等８ヶ所と東濃地域（恵那を除く）４か所

の行政機関（市役所）を訪問し連携の強化を図った。 

・東濃情報交換会に参加し各病院や施設の職員と情報を交換した。 

・患者総合支援センターのプロジェクトチームによる定期ミーティング

を開催した。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

カルテ記載の重要性 
～法的観点からみたカルテ記載の
ポイント～ 

1,068 90.2 

 

10 院内感染防止対策の充実 

・感染対策委員会を毎月開催し、感染症の発生状況やAST/ICTの活動報告

等を行い注意喚起や感染対策の周知徹底を実施した。全職員に対し、電

子カルテの掲示板や院内メールを活用し、情報提供や注意喚起を行っ

た。 

・毎週、院内分離菌情報をもとにリスク評価を行いラウンドを実施し、各

部署の委員や所属長へ指導を行った。また、ICTラウンドの結果は、感

染対策委員会及び看護部感染対策委員会で報告し、情報共有を図った。 

・AST/ICT通信の発行や年２回感染対策講演会を通じ情報提供を行い、感

染に対する意識向上を図った。 

・新型コロナウイルス感染症について、適宜マニュアルを修正し対応し

た。院内メールでマニュアル変更を周知した。 

 

【感染対策教育講演会開催実績】         単位：人 

テーマ 参加数 
参加率
（％） 

「抗微生物適正使用の手引きにつ
いて」 
「潜入！食中毒サミット」 

1,187 94.4 

「下痢に対する院内の抗菌薬使用
状況について」 
「感染対策の基礎知識⑥症状別感
染予防策 -下痢・嘔吐、発熱、皮
膚症状-」 

1,133 95.4 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

02 ※ 患者・住民サービスの

向上 

 

１ 待ち時間の改善等 

２ 院内環境の快適性の

向上 

 

３ 医療に関する相談体

制の充実 

 

４ 患者中心の医療の提

供及び患者満足度の向

上 

 

５ インフォームド・コン

セントの徹底、セカンド

オピニオンの推進 

 

６ 病院運営に関する情

報発信及び意見の反映 

１ 待ち時間の改善等 

・新中央診療棟の開設にあわせ、表示盤を各診察室に設置したほか、生理

検査、放射線検査、中央採血についても新たに導入した。 

・携帯電話やWi-Fiの通信環境の改善工事を行い、待合室の環境改善を図

った。 

・保険証確認の端末台数を大幅に増やすと共に、患者の呼び出し画面を分

かりやすくカスタマイズすることで受付の効率化を図った。 

 

【平均待ち時間】                        単位：分 

R2 R3 R4 R5 R6 

－ 19.8 23 25.3 22.3 

※待ち時間は病院全体の時間 

 

【CT、MRI検査件数】                       単位：件 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

CT件数 31,307 32,682 30,348 31,238 32,377 

MRI件数 9,677 10,366 10,167 10,175 10,554 

【手術件数】                           単位：件 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

手術室 4,185 4,509 4,612 4,816 5,114 

中放内視鏡 2,907 3,207 3,228 3,431 3,228 

合 計 7,092 7,716 7,840 8,247 8,342 

 

２ 院内環境の快適性の向上 

・照明等のLED化の補助金を活用し、点灯時間の長い場所を優先的にLED

照明に交換した。 

・患者からの要望に対して清掃の回数を増やしたり、不具合等の修繕の対

応を行った。 

・患者給食の質の向上を目指し、毎食の残食調査、年６回嗜好調査で患者

の満足度調査を行った。また、医師・管理栄養士及び栄養管理委員会委

員による検食結果と併せて給食委託会社と協議し、献立や食材、調理方

法の見直しを行った。 

・喫食量の低下した患者や低栄養の患者に介入し食事量増加、低栄養改善

を目指した。 

・特別食、がん、低栄養、嚥下食患者に対し栄養指導を実施し、栄養指導

件数は前年度より1,055件増加した。 

・Wi-Fiに接続できない入院患者へのサポート体制を構築した。 

３ 医療に関する相談体制の充実 

・患者サポートカンファレンスでは延べ120件の症例について検討、各症

例に対応した。内容に応じ各部門へ改善を依頼した。 

・患者総合支援センターのプロジェクトチームによる定期ミーティング

を開催した。本格的な電子カルテ内の運用は令和７年７月頃を予定して

いる。 

・がんサロンは、対応する職員を増員し、昨年度より 82 件増の延べ 171

件の相談等の対応をした。 

 

 【よろず相談・かかりつけ医紹介件数】              単位：件 

項目＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

かかりつけ医への紹介 414 445 244 146 241 

よろず相談 2,432 2,256 620 650 521 

 ※よろず相談の業務内容を明確化したことに伴いR4から件数減となっ

た。 

 

【医療相談件数】                    単位：件 

項目＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

医療相談件数 21,347 26,203 27,571 29,732 28,874 

がん患者サロン

（ほっとサロン）

相談件数 

39 39 79 89 171 

 

【カルテ開示請求件数・開示件数】          単位：件 

項目＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

請求件数 28 32 29 29 28 

開示件数 28 32 29 29 28 

 

 

５ インフォームド・コンセントの徹底、セカンドオピニオンの推進 

・治療に関する情報やリスク等について、患者が理解し治療方針等を選択

できるように説明書や同意書の整備を行った。 

・セカンドオピニオンについて、ホームページ等でPRを行った結果、当

院から他院への紹介は65件、他院から当院への紹介は昨年度より６件

増の11件であった。 

Ⅳ 待ち時間の改善や、患

者満足度の向上を評

価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

【喫食量の低下・低栄養患者への取組み】      単位：件 

項目＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

栄養指導 5,317 5,262 5,042 4,917 5,972 

栄養管理 7,439 8,691 8,720 8,907 9,309 

NST介入 696 1,240 1,139 1,046 1,413 

 

４ 患者中心の医療の提供及び患者満足度の向上 

・市民公開講座の機会や看護大学、看護学校、地域の図書館等にがんに関

するパンフレットを配布するなどしてがん相談支援センターやがんサ

ロンの活動をPRした。 

・患者満足度調査を実施し、入院・外来共に前年度より満足度が高くなっ

た。 

 

【満足度調査の比較】                   単位：％ 

  満足度 

R2 R3 R4 R5 R6 

入院 

当院 95.3 95.9 94.6 95.8 98.7 

QIプロジェク

ト参加病院

（平均値） 

81.9 91.3 88.5 88.0 89.2 

外来 

当院 85.0 85.3 81.6 81.8 87.1 

QIプロジェク

ト参加病院

（平均値） 

89.5 83.7 81.7 80.3 79.5 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【セカンドオピニオン実施件数】          単位：件 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

外来受入 4 4 3 5 11 

他院紹介 38 52 95 70 65 

 

６ 病院運営に関する情報発信及び意見の反映 

・病院広報誌「けんびょういん」について、各診療科や新中央診療棟等

のトピックスを取り上げた紙面を作成し、９月と３月に発行した。 

・地域情報誌において、隔月で医療情報を発信した。 

・公式LINEを活用し病院のイベントや、病院広報誌を使って医療情報を

発信した。 

・当院と地域住民の代表等で構成する岐阜県立多治見病院運営協議会を

３月に開催し、新中央診療棟の整備状況、市民公開講座等の情報発信

の状況、公立病院経営強化プランについて報告し、地域住民等の代表

との意見交換を行った。 

・ホームページ用サーバーを更新し、ホームページの不正アクセス等の監

視を強化した。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

03 ※ 診療体制の充実 

 

１ 患者動向や医療需要

の変化に即した診療体

制の整備・充実 

 

２ 多様な専門職の積極

的な活用 

１ 患者動向や医療需要の変化に即した診療体制の整備・充実 

・入院前や入院初期に介入することで、転院や早期退院の問題となる事象

を速やかに把握し、在院日数の短縮を図った。 

(DPC平均在院日数 9.8日→9.6日) 

・医療連携推進協議会を年４回、地域連携パス合同会議を年３回、東濃・

可児地域病病連携推進会議を年２回それぞれ開催し、地域医師会や地域

の医療機関との情報交換を行い、患者動向や医療ニーズの把握に努め

た。 

 

【連携予約状況】                        単位：件 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

整形外科 1,212 1,399 1,539 1,561 1,587 

神経内科 752 785 818 850 939 

消化器内科 1,936 1,963 2,065 2,110 2,102 

その他 10,076 10,653 10,793 11,267 11,965 

合 計 13,976 14,800 15,215 15,788 16,593 

【訪問活動・健康づくり講座】 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

訪問活動（件） 48 15 10 18 12 

健康づくり講座（回） 3 0 10 16 20 

 

【医療連携交流会】                   単位：人 

 区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

院外参加者数 開催自粛 開催自粛 開催自粛 開催自粛 49 

院内参加者数     30 

合 計     79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 多様な専門職の積極的な活用 

・看護師や臨床検査技師、医師事務作業補助者等、多職種の非常勤職員（派

遣職員３名を含む）を38名採用した。 

・定年再雇用者は13名採用した。 

 

 

Ⅳ 連携予約の件数増加や

自粛していた医療連携

交流会の再開を評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

04 ※ 近隣の医療機関等と

の役割分担及び連携 

 

１ 近隣の医療機関との

役割分担の明確化と連

携強化による紹介率・逆

紹介率の維持・向上 

 

２ 地域連携クリニカル

パス 

 

３ 疾病予防の推進 

 

４ 地域の介護・福祉機関

との連携強化による地

域包括ケアシステムへ

の貢献 

１ 近隣の医療機関との役割分担の明確化と連携強化による紹介率・逆紹

介率の維持・向上 

・東濃・可児地域病病連携推進会議を年２回開催し、地域の医療機関と急

性期医療、回復期医療の提供体制について、意見交換を行った。 

・多治見シャトル（病診連携システム）やたじみのネット（地域医療連携

ネットワークシステム）の効果的な活用等により、紹介率、逆紹介率と

も高い水準を維持できた。 

 

【多治見シャトル利用】                    単位：件 

R2 R3 R4 R5  R6 

2,834 3,273 3,321 3,202 3,368 

   

【紹介患者のうち医療連携予約の割合】         単位：％ 

R2 R3 R4 R5 R6 

82.0 80.7  79.0 79.8 84.5 

 

 

【紹介率・逆紹介率】 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

紹介率  

（単位：％） 
74.3 72.8 73.3 74.8 73.3 

紹介実件数 

（単位：件） 
17,048 18,345 19,250 19,776 19,637 

逆紹介率 

（単位：％） 
98.6 97.4 100.5 98.2 95.3 

逆紹介実件数 

（単位：件） 
16,590 17,638 18,149 17,967 18,127 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域連携クリニカルパスの整備普及 

・地域連携クリニカルパス（大腿骨頚部骨折、脳卒中、５大がん、狭心症・

心筋梗塞、糖尿病）の運用促進のため、医療連携推進協議会を年４回開

催し、医師会、行政機関等との連携を強化した。 

 

【地域連携パス運用実績】                  単位：件 

パス名＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

大腿骨頚部骨折 93 87 115 109 79 

脳卒中 251 220 206 188 118 

５大がん 19 13 15 25 30 

狭心症・心筋梗塞 11 2 1 0 0 

糖尿病 0 0 0 0 0 

合 計 374 322 337 322 227 

 

【共同指導・連携指導の実績】                   単位：件 

項目＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

退院時共同指導実績 222 202 194 194 237 

介護支援連携指導 229 174 171 180 205 

 

３ 疾病予防の推進 

・令和７年１月に健康フェスタを実施し、地域住民の方への健康増進のた

めの講座や、病院での取組みについて情報発信を行った。 

・各地区の公民館等に出張し、医師や看護師、コメディカルの職員が講師

となって健康づくり講座を20回開催した。 

 

４ 地域の介護・福祉機関との連携強化による地域包括ケアシステムへの

貢献 

・医療ソーシャルワーカーが参加する東濃情報交換会を年３回開催し、参

加病院や施設と情報交換を行い、連携を強化した。 

・恵那市を除く東濃地域の行政訪問を実施し、今後の課題等について検討

を行った。 

・入院時、退院時にケアマネージャー等を交えたカンファレンスを開催

し、患者に関する情報を共有することで患者が円滑に退院できるよう取

り組んだ。 

・DPC入院期間Ⅱ超え患者について、担当者から治療や今後の方針等を確

Ⅳ 地域の医療機関との連

携強化による紹介率・

逆紹介率の向上を評

価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

 

【高度医療機器利用状況】                     単位：件 

機器名＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

CT 856 907 867 1,028 1,010 

MRI 601 608 620 588 705 

RI 194 197 197 214 233 

PET 61 47 74 37 50 

骨密度 79 99 99 97 103 

合  計 1,791 1,858 1,857 1,964 2,101 

 

【開放型病床利用】                        単位：件 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

医科 1 11 9 21 18 

歯科 20 35 44 36 39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認し、困難事例を検討するなど退院支援を継続して行った。 

 

【在宅復帰率】                     単位：％ 

R2 R3 R4 R5 R6 

91.6 92.2 90.7 91.2 91.5 

 

【相談対応件数】               単位：件 

R2 R3 R4 R5 R6 

21,347 26,454 27,571 29,732 28,874 

 

【合同カンファレンスの実績】         単位：件 

R2 R3 R4 R5 R6 

450 377 371 405 444 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

05 ※ 重点的に取り組む医

療 

 

１ 救急医療 

 

２ 周産期医療 

 

３ がん医療 

 

４ 精神科医療・感染症医

療 

 

５ 緩和ケア 

 

６ レスパイトケアのた

めの短期入所施設の整

備・充実 

１ 救急医療 
・救急医療用の病床確保のため、下り搬送の受入れ先として周辺医療機関
８施設と新たに協定を締結した。 
救急救命士による下り搬送が行えるよう体制の整備を行っている。 

下り搬送受入先医療機関 

多治見市民病院（多治見市） 

多治見第一病院（多治見市） 

高井病院（土岐市） 

東海記念病院（春日井市） 

土岐市立総合病院（土岐市） 

春日井リハビリテーション病院（春日井市） 

城山病院（中津川市） 

中津川市民病院（中津川市） 

 
【救命救急センター受入実績（延患者数及び病床利用率）】 

年度 R2 R3 R4 

項目 
延べ患者数

（人） 
病床利用率
（％） 

延べ患者数

（人） 
病床利用率
（％） 

延べ患者数

（人） 
病床利用率
（％） 

ICU 1,567 53.7 1,531 53.9 1,722 59.0 

CCU 768 70.1 745 68.8 747 68.2 

HCU 1,032 31.4 957 29.4 1,000 30.4 

合計 3,367 46.1 3,233 45.1 3,469 47.5 

 

年度 R5 R6 

項目 
延べ患者数

（人） 
病床利用率
（％） 

延べ患者数

（人） 
病床利用率
（％） 

ICU 1,778 60.9 1,836 62,9 

CCU 731 66.8 730 66,7 

HCU 1,088 33.1 1,352 41,2 

合計 3,597 49.3 3,918 53,7 

 
【救急車両受入台数】                 単位：台 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

受入台数 4,110 4,554 4,469 4,652 4,376 

一日平均台数 11.3 12.5 12.2 12.7 11,9 

 

２ 周産期医療 

・地域周産期母子医療センターとして、ハイリスク妊娠や分娩に対し、24
時間対応できる体制を維持した。 

・現在の診療体制を維持するため、継続して医師、助産師の確保に努めて
いる。 
 

【周産期母子医療センターの主な実績】 

区分＼年度 R2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

分娩件数（単位：件） 462 539 529 409 472 

新生児数（単位：人） 516 535 566 454 469 

年間入院

者数 

NICU（単位：人） 185 195 183 169 208 

GCU（単位：人） 370 246 212 162 158 

産科（単位：人） 638 604 573 474 523 

母胎搬送件数（単位：件） 86 73 63 41 62 

新生児搬送件数（単位：件） 48 93 40 45 25 

 
４ 精神科医療・感染症医療 
・救急患者や他の医療機関で対応が困難な患者を受け入れた。 
・精神地域包括ケアシステム連携会議、東濃３市による自殺予防対策会議
に参加し、地域の現状を把握し課題等を共有した。 

 
【患者の受入実績】                     単位：人 

病床＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

結核、感染症 2,197 2,976 2,763 1,304 969 

精神科 3,761 3,898 3,057 3,269 2,901 

 
５ 緩和ケア 
・患者のニーズが充足できるよう、緩和ケアチームでラウンドを実施し、
一般病棟に入院中のがん患者等の症状緩和を目的に、チームでの対応を
行った。 

・地域の医療機関等との合同事例検討会を開催した。 
 
【緩和ケア勉強会等開催状況】            単位：回  

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

緩和ケア勉強会 0 0 1 1 1 

緩和ケア研修会 1 0 1 1 1 

緩和ケア講演会 0 0 0 0 0 

Ⅳ 

        

下り搬送の体制整備

や、レスパイトケアの

ための短期入所施設の

整備等の進捗状況を評

価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

【心臓血管手術症例数】                    単位：件 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

虚血性心疾患 28 22 17 33 18 

弁膜症 36 20 27 35 31 

大動脈 39 54 40 46 34 

その他 40 36 76 47 61 

合 計 143 132 160 161 144 

 
【手術・検査件数】                          単位：件 

区分＼年 R2 R3 R4 R5 R6 

心カテ 828 838 762 762 617 

PCI※ 351 436 397 384 343 

 ※PCI：冠動脈形成術 
 
【循環器系】                      単位：件 

区分＼年 R2 R3 R4 R5 R6 

ｱﾌﾞﾚｰｼｮﾝ 222 194 260 271 265 

PMI※ 38 84 70 93 89 

ICD※ 8 16 19 16 20 

 ※PMI：ペースメーカー埋込  ICD：植え込み型除細動器 

 
【狭心症・心筋梗塞パス運用実績】  

項目＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

パス運用（単位：件） 11 2 1 0 0 

登録医師数（単位：人） 63 63 63 63 63 

 
３ がん医療 
・県内で数少ない造血幹細胞移植施設として９件の移植を行った。 
・高精度放射線治療装置（ノバリスTx）と新放射線治療装置（トゥルービ
ーム）の２台体制によりIMRT等質の高い治療を提供した。 

・がん登録数は1,997件で、相談件数は1,238件であった。 
・新中央診療棟への移転と同時に手術支援ロボット「ダヴィンチ」を導入

し、ひ尿器科、外科、産婦人科をはじめとする患者への手術時の負担軽

減を可能とした。 

・大動脈弁狭窄症に対するカテーテル治療「TAVI」の実施に向け準備を開

始した。 

 

 

【緩和ケアの患者動向】                  単位：人 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

入院患者数 1,584 2,323 2,107 2,541 2,807 

外来患者数 150 210 205 205 215 

 ※令和２年12月から令和３年２月まで、新型コロナウイルス感染 

  対策のため、緩和ケア病棟を一時休止。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

【がん患者等の状況】 

項目＼年度 R1 R2 R3 R4 R5 

入院患者数（単位：人） 2,808 2,671 2,889 2,926 3,030 

外来患者数（単位：人） 1,923 2,162 2,221 2,189 1,969 

手術件数 945 959 983 972 1,102 

化学療法件数 
入院 1,760 1,583 1,663 1,646 1,477 

外来 11,176 12,528 12,871 12,683 12,338 

放射線治療施行

回数 

入院 2,835 2,621 2,150 1,826 2,453 

外来 5,834 5,914 5,453 4,660 5,081 

 

【がんパス件数】                         単位：件 

R2 R3 R4 R5 R6 

19 13 15 25 30 

 

【高精度放射線治療システム（ノバリスTx・トゥルービーム）】 

項目＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

患者数（単位：人） 446 441 435 402 447 

強度変調放射線治療（IMRT） 
患者数（単位：人） 

392 305 296 263 313 

延べ件数（単位：件） 9,040 8,911 7,940 6,754 8,064 

 

６ レスパイトケアのための短期入所施設の整備・充実 

・医師、看護師、事務職員で構成したプロジェクトチームで、他病院の視

察等を実施するなど具体的かつ詳細な検討を行った。 

・令和７年度内に運用開始できるよう、関係機関への事前相談を開始し

た。 

 

 

 

 

 

過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある場合には、その実施状況 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

06 ※ 調査及び臨床研究等の推進 

 

１ 臨床研究及び治験の推進 

 

２ 大学等の研究機関や企業との共

同研究の推進 

 １ 臨床研究及び治験の推進 

・受託可能な案件がなく、新規受託はゼロとなった。 

 

２ 大学等の研究機関や企業との共同研究の推進 

・臨床共同研究について、関連大学等からの依頼に積極的に

応じた。 

 

【臨床研究及び治験件数】          単位：件 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

治験実施件数 0 0 0 0 0 

臨床共同研究件数 12 8 7 10 17 
 

Ⅲ 継続的な取組みを実施し

ており、平年並みの実績と

評価。 

 

 

 

 

 

 

 

07 ※ 診療情報等の活用 

 

１ 電子カルテ等に蓄積された各種

医療データの有効活用 

 

２ 集積したエビデンスのカンファ

レンス、臨床研修、臨床研究等への

活用 

 

 

 

 

１ 電子カルテ等に蓄積された各種医療データの有効活用 

・診療に関する情報を分析・集計し、一元的に管理すること

で、各診療科医師や各部門からの要望に応じ、必要な医療

情報を提供した。 

・各種医療データを活用し、稼働額や患者月報、各種算定件

数を管理会議や診療報酬委員会へ報告し、病院経営や研究

支援に活用した。 

・医療連携関連データについて、医療連携推進協議会を通じ、

地域医師会や近隣医療機関等と情報を共有した。 

 

 

【看護必要度】                単位：％ 

項目＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

当院値 33.7 33.8 32.8 34.1 37,5 

７対１施設基準 29.0 29.0 28.0 28.0 27.0 

   

Ⅲ QI 事業等の継続的な取組

みを実施しており、平年並

みの実績と評価。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期 

目標 

１－２ 調査研究事業  法人で提供する医療の質の向上及び県内の医療水準の向上を図るための調査及び研究を行うことを求める。 

※ 調査及び臨床研究等の推進 

先進医療の各分野において、疫学調査、診断技法・治療法の開発及び臨床応用のための研究を推進すること。 

岐阜県及び東濃圏域の医療の水準の向上に寄与する観点から、大学等の研究機関や企業との共同研究等を促進すること。 

※ 診療情報等の活用 

電子カルテシステム等をより有効に活用し、標準化された診療データの収集・分析を行い医療の質の向上を図るとともに、他の医療機関への情報提供を行うこと。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

【診療密度】 

項目＼改定年度 R2 R4 R6 

当院値 2674.42 2759.87 2,836.73 

Ⅱ群基準値 2476.99 2544.49 2,537.96 

対基準値（％） 107.8 108.5 111.8 

 

【DPC係数】 

項目＼年月 R2.4※ R3.4 R4.4※ R5.4 R6.4※ 

基礎係数 1.0708 1.0680 1.0708 1.0680 1.0718 

暫定調整係数 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 

機能評価係数Ⅱ 0.1005 0.1140 0.1005 0.1187 0.1024 

※改定年 

 

２ 集積したエビデンスのカンファレンス、臨床研修、臨床

研究等への活用 

・日本病院会 QI 事業や京都大学 QIP 事業に引き続き参加し

てデータを提出し、フィードバックされたベンチマーク結

果を医療の質向上委員会に報告し、医療の質の向上に活用

した。 

・厚生労働省指定項目目標を病院ホームページに公開し、そ

れに対するDPC病院指数を確保した。 

・DPCデータや各種情報システム（MIL・EVE・メディカルコー

ド）を活用し、診療報酬委員会においてデータ分析や分析

結果の検討を行い、関係診療科や関係部門と収益増加に努

めた。 

 

【QI指標項目数】                単位：個 

R2 R3 R4 R5 R6 

40 40 36 36 36 

 

【がん登録件数】                      単位：件 

R2 R3 R4 R5 R6 

1,453 1,790 2,597 2,036 1,997 
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過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある場合には、その実施状況 

 

 

中期 

目標 

１－３ 教育研修事業  医療の高度化・多様化に対応できるよう、医師・看護師・コメディカルを目指す学生及び救急救命士に対する教育、臨床研修医の受入れ等、地域の医療従事者への教育及び研修

を実施することを求める。 

※ 医師の卒後臨床研修等の充実 

臨床研修指定病院として、臨床研修医の積極的な受入れを行うとともに、岐阜県医師育成・確保コンソーシアム等と連携し、臨床研修医の資質向上を図ること。 

また、専門研修プログラムの基幹又は連携施設として、専攻医の育成に努めること。 

※ 医師・看護師・コメディカルを目指す学生、救急救命士等に対する教育の実施 

医学生、岐阜県立看護大学、岐阜県立衛生専門学校、岐阜県立看護専門学校等の学生及びコメディカルを目指す学生の実習の受入れ、救急救命士の病院実習等地域医療従事者への研修の実施及び充

実を図ること。 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

08 ※ 医師の卒後臨床研修等の充実 

 

１ 質の高い臨床研修医の養成等  

 

２ 専攻医の育成等  

 １ 質の高い臨床研修医の養成等  
・研修医の資質の向上に寄与するため、岐阜県医師確保育成コン 
ソーシアムの補助金を活用し、名古屋大学等から講師を招聘して 
総合診療教育カンファレンス（計８回）、感染症研修（計８回）を
開催した。 

・内科症例検討会を月１回開催し、研修医自ら症例を提示した。 
・研修医に対し、各診療科部長による実践的な講義（毎月２診療科）
を開催した（計24回開催）。また、若手先輩医師を講師とした早
朝勉強会を月１回開催した（計12回開催）。 

 
【医師の研修派遣実績人数】            単位：人 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

派遣 182 309 432 525 524 

 
【職員を対象とした外部講師開催実績】       単位：人 

開催日 講演会等名 講師 参加者 

10/10 

教育委員会 

「医療接遇研

修」 

ニチイ学館 
疋田早苗氏 

全職員  
(WEB) 

2/10 

医療安全管理委

員会  

第２回医療安全

講演会 

「カルテ記載の

重要性～法的観

名古屋市立大
学大学院医学
研究科（医療
安全管理学）
特任准教授 
弁護士 清水
光栄氏 

全職員  
(WEB) 

Ⅲ 継続的な取組みが実施で

きており、平年並みの実

績と評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

点からみたカル

テ記載のポイン

ト～」 

2/14 

衛生委員会 メ

ンタルヘルス講

演会  

「パワハラをな

くそう！安心し

て働ける、協力

と信頼でつくる

働きやすい職場

へ」 

㈱こころのけ
あ・たかメン
タルクリニッ
ク 臨床心理
士 北村 和
代氏 
㈱こころのけ
あ代表取締役 
公認心理士・
精神保健福祉
士 銅島 裕
子氏 

55人 

 
【研修医を対象とした外部講師による講演開催実績】 単位：人 

講演会等名 回数 講師 参加者 

総合診療教育カ
ンファレンス 

9 
名古屋大学  
近藤猛先生 

27 

感染症講義 8 
岐阜大学 
手塚宜行先生 

27 

 
【初期臨床研修医数】         単位：人（各年度末時点） 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

医師 26 24 24 24 24 

歯科医師 2 2 2 2 2 

２ 専攻医に対する育成等  
・内科領域、外科領域及び精神科領域の専門研修プログラムの基幹
施設として専攻医を募集し、内科医師２名、精神科医師１名を採
用した。 

・内科専門研修プログラムの基幹施設として、公立陶生病院内科専
門研修プログラムと合同で症例検討会を８月と２月に実施した。 

・内科専門研修プログラムの基幹施設として、JMECC（日本内科学会
認定内科救急・ICLS講習会）を開催し、当院内科専門研修プログ
ラムの専攻医（１年目）４名が受講した。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

【専攻医（レジデント）数】    単位：人（各年度末時点） 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

医師 20 21 18 28 26 

歯科医師 2 2 1 1 0 
 

 

 

 

09 ※ 医師・看護師・コメディカルを

目指す学生、救急救命士等に対

する教育の実施 

 

１ 医学生、看護学生及びコメデ

ィカルを目指す学生の実習受入

れ 

 

２ 救急救命士の病院実習等地域

医療従事者への研修の実施及び

充実 

 

３ 岐阜県立多治見看護専門学校

での看護師養成に対する支援 

 １ 医学生、看護学生及びコメディカルを目指す学生の実習受入れ 

・医学生について、名古屋大学、名古屋市立大学、岐阜大学等関連

大学から、積極的に受入実習を行った。また、看護学生やコメデ

ィカルも同様に大学や専門学校からの実習を積極的に受け入れ

た。 

 
【学生の実習受入状況】               単位：人 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

医学生 18 41 46 57 42 

看護学生 426 424 253 663 671 

コメディカル 67 73 94 51 41 

合 計 511 538 393 771 754 

 
【医学生の見学受入状況】          単位：人 

R2 R3 R4 R5 R6 

30 65 70 109 124 

 
 
２ 救急救命士の病院実習等地域医療従事者への研修の実施及び
充実 

・東濃５市の各消防本部に向け、生涯教育実習、就業前実習、気管
挿管実習、薬剤投与実習のほか、救急搬入後の事後検証会を定期
的に実施し、医療技術の向上を図った。 

 
【救急救命士の研修実績状況】            単位：人 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

生涯教育実習 76 83 82 84 81 

就業前実習 7 9 5 5 9 

気管挿管実習 6 6 6 8 5 

薬剤投与実習 7 6 2 1 6 

合 計 96 104 95 98 101 

 
 

Ⅲ 継続的な取組みが実施で

きており、平年並みの実

績と評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

３ 岐阜県立多治見看護専門学校での看護師養成に対する支援 
・県立多治見看護専門学校に対して、当院の医師・看護師等を専任
教員又は非常勤講師として派遣し、看護師養成を支援した。 

 

過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある場合には、その実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期 

目標 

１－４ 地域支援事業  地域の医療機関から信頼され、必要とされる病院となるよう、地域への支援を行うことを求める。 

※ 地域医療への支援 

地域の医療機関との連携・協力体制の充実を図り、高度医療機器の共同利用の促進、開放病床の利用促進等、東濃圏域の基幹病院として地域医療の確保に努めること。 

医師不足地域、医師不足診療科、へき地診療所等への、人的支援を含む診療支援を充実させ、地域医療の確保に努めること。 

※ 社会的な要請への協力 

法人が有する人材や知見を提供し、鑑定、調査、講師派遣等の社会的な要請に対し、積極的な協力を行うこと。 

※ 保健医療情報の提供・発信 

県民の健康意識の醸成を図るため、専門医療情報等病院が有する保健医療情報について、県民を対象とした公開講座やホームページ等により情報発信を行うこと。 



 

26 
 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

10 ※ 地域医療への支援 

 

１ 地域医療水準の向上 

 

２ 医師不足地域や医師不足診

療科、へき地診療所等への人的

支援を含む診療支援による地

域医療の確保 

１ 地域医療水準の向上 

・岐阜県病院協会医学会にて、当院からは３名が座長を務め、11名

が発表した。うち１名が優秀演題賞に選出された。 

・恵那医師会主催の東濃医学会学術集会にて、当院は５演題を発表

した。 

・精神地域包括ケアシステム連携会議、東濃３市による自殺予防対

策会議に参加し、地域の現状を把握し課題等を共有した。 

 

２ 医師不足地域や医師不足診療科、へき地診療所等への人的支 

援を含む診療支援による地域医療の確保 

・国民健康保険上矢作病院へ週に１度、医師１名を当直業務に派

遣した。 

・土岐市立総合病院へ週に１度、医師１名を当直業務に派遣した。 

・土岐市立総合病院（循環器内科・消化器内科）へそれぞれ医師１

名を派遣した。 

 

派遣医療機関 派遣状況 

国民健康保険上矢作病院 週１回（当直業務） 
１人（５人で交代） 

土岐市立総合病院 ・毎週金曜日（当直業務）（４人
で交代） 

・消化器内科 毎週火曜日と木
曜日（４人で交代） 

・循環器内科 毎週木曜日（２
人で交代）※5月31日まで 

  
 

Ⅳ 岐阜県病院協会医学会

で当院職員が優秀演題

賞に選出されるなど、

地域医療水準の向上に

寄与した実績を評価。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 ※ 社会的な要請への協力 

 

・大学、専門学校等からの要請に応じ、講師の派遣や実習生の受入

れを行った。 

・「ふれあい看護体験」を７月と８月の２回に分けて開催し、合計70

名の高校生が参加した。 

・多治見市内の中学生の職場体験に各部署で協力した。 

・健康づくり講座への講師として医師、看護師及びコメディカルの

職員を派遣した。 

 

【講師等派遣の状況】            単位：人 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

医師 106 197 191 199 193 

看護師 40 39 53 72 62 

コメディカル 22 17 14 26 41 

合 計 168 253 258 297 296 
 

 Ⅳ 令和５年度に続き、積

極的に講師派遣や高校

生、実習生の受入れを

行った実績を評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

12 ※ 保健医療情報の提供・発信 

 

１ 公開講座、医療相談会等の定

期的開催 

 

２ 保健医療、健康管理等の情報

提供 

１ 公開講座、医療相談会等の定期的開催 

・１月に多治見市のバロー文化ホールで健康フェスタを開催し、体

験ブースや病院紹介ブースの設置、外部講師による市民公開講座

を実施した。 

・地域住民を対象とした健康づくり講座について、昨年度より４回

多い20回開催した。 

 

【市民公開講座】                単位：人 

開催日 講演会等名 参加者 

1/13 

市民公開講座 

野菜・果物の積極的摂取による脳心
腎疾患予防と総死亡率の低下～多施
設大規模臨床試験からのメッセージ
～ 

157 

 

２ 保健医療、健康管理等の情報提供 

・病院広報誌「けんびょういん」について、各診療科の新しい治療

等について取り上げ、９月と３月に発行した。 

・地域情報誌において、隔月で医療情報を発信した。 

・公式 LINE で病院イベントを周知し、あわせて広報誌での紙面を

活用して情報発信した。 

 

 

Ⅳ 健康フェスタや市民公

開講座を実施し、地域

情報誌等で積極的な情

報発信を実施した実績

を評価。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある場合には、その実施状況 
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中期 

目標 

１－５ 災害等発生時における医療救護  災害等発生時において、医療救護活動の拠点機能を担うとともに、医療スタッフや災害派遣医療チーム(以下「DMAT」という。)、災害派遣精神医療チーム（以

下「DPAT」という。）の派遣等医療救護を行うことを求める。 

※ 医療救護活動の拠点機能の充実 

災害等発生時には、岐阜県地域防災計画に基づき、患者の受入れや医療スタッフの現地派遣等本県あるいは東濃圏域の医療救護活動の拠点機能を担うこと。 

災害拠点病院としての機能を十分に発揮できるよう、食料及び飲料水の優先納入体制の整備等災害時医療体制の充実・強化を図ること。 

  また、新中央診療棟の整備に合わせて、防災ヘリが離着陸可能なヘリポートを整備するとともに、水害に備えた施設、設備を整備すること。 

※ 他県等の医療救護への協力 

県内のみならず他県等の大規模災害等においても、岐阜県の要請に基づきDMAT及びDPATを派遣するなど、積極的に医療救護の協力を行うこと。 

※ 被災時における病院機能維持のための準備体制の充実 

大規模災害等緊急事態を想定した業務継続計画（BCP）の継続的な見直し及び訓練等を実施すること。 

※ 新型インフルエンザ等発生時における役割の発揮 

新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ等対策特別措置法第２条に規定する新型インフルエンザ等をいう。以下同じ。)発生時には、指定地方公共機関として、業務計画に基づき、新型インフル

エンザ等の患者の外来診療・入院の受入れ、重症症例の治療等を行うこと。 

感染症指定医療機関として、平時から患者受入れ体制を整備するとともに、東濃圏域の医療機関に対して医療情報の提供等指導的役割を担うこと。 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

13 ※ 医療救護活動の拠点機能の

充実 

 

１ 医療救護活動の拠点機能の

充実 

 

２ 災害拠点病院としての機能

強化 

１ 医療救護活動の拠点機能の充実 

・新中央診療棟開院後、初めてとなる災害実動訓練に向け、災害時
の体制等の見直しを行った。 

・消防訓練では消防署の職員を招き指導を受けながら机上訓練を
行った。 

 

【災害訓練の実績】 

訓練内容 開催日 備考 

災害実働訓練 10/23 

大地震の発生を想定
し、後方支援病院とし
ての傷病者受入訓練を
実施した。 

消防訓練 

6/28 
多治見南消防の協力の
もと、火災図上訓練
（FIG）を実施した。 

1/22 

中央診療棟2F外来部
を出火元と想定し、避
難誘導・初期消火訓練
を実施した。 

 

２ 災害拠点病院としての機能強化 

・毎月各部署の担当者が集まりBCPや災害対策マニュアルの改定

について協議し、BCP第２版・災害対策マニュアル第３版を策

定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ 訓練の方法を工夫する

などの取組みを評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

14 ※ 他県等の医療救護への協力  

 

１ DMAT及びDPATの質の向上と

維持 

 

２ 大規模災害発生時の DMAT 及

びDPATの派遣 

１ DMAT及びDPATの質の向上と維持 

・訓練や毎月の定例会等を通じて、令和６年能登半島地震の派遣を

機に有事に対応する体制を維持している。 

・国が主催する大規模地震時の医療活動訓練に参加した。 

・各隊員が技能維持研修に参加した。 

・中部ブロック訓練に参加した。 

 

【主なDMAT活動訓練等実績】              

実施期間 訓練内容 参加人数 

9/28 
大規模地震時医療活動
訓練（政府訓練） 

８ 
 

２ 大規模災害発生時のDMAT及びDPATの派遣 

・DMAT について、令和６年９月に発生した奥能登豪雨による災

害発生に伴い派遣待機要請があり待機したが、派遣は無かった。 

Ⅳ 有事に対応する体制を

維持し、各訓練にも積極

的に参加した実績を評

価。 

 

 

 

 

 

 

 

15 ※ 被災時における病院機能維

持のための準備体制の充実 

 

１ 診療継続計画の継続的な見

直し及び訓練等の実施 

 

２ 診療情報のバックアップシ

ステムの適正管理 

 

 １ 診療継続計画の継続的な見直し及び訓練等の実施 

 

・新中央診療棟を想定した内容にBCPを改定した。改定後初めて

となる災害実働訓練を計画している。 

 

２ 診療情報のバックアップシステムの適正管理 

・遠隔地や院内に世代別管理されているバックアップデータの

動作確認を行った。 

 

Ⅲ 

 

継続的な取組みが実施

できており、平年並みの

実績と評価。 

 

16 ※ 新型インフルエンザ等発生

時における役割の発揮 

 

１ 新型インフルエンザ等発生

時における受入れ体制の整備 

 

２ 業務計画等に基づく職員へ

の教育及び訓練の実施 

 

３ 感染症指定医療機関として

の役割の発揮 

１ 新型インフルエンザ等発生時における受入体制の整備 

・新興感染症への対応を強化するため、県と医療措置等の協定を締

結し、当院は第１種協定指定医療機関として流行初期段階から入

院や発熱外来の受入れ等を行う体制を整えた。 

・個人防護具等の在庫について、県で 30日分備蓄見込みであるこ

とを考慮し、院内で30日分確保した。 

 

２ 業務計画等に基づく職員への教育及び訓練の実施 

・院内研修で個人防護具の着脱訓練を実施した。 

 

３ 感染症指定医療機関としての役割の発揮 

・感染症指定医療機関及び感染対策向上加算算定病院として、地

域の医療機関や保健所と連携し、感染症に係る情報共有や感染

対策の支援ができる体制整備を行った。 

・東濃地区の医療機関とのカンファレンスを年４回実施し、感染

症に係る感染対策や治療等について情報交換を行い、施設等か

らの質問に対応した。 

 

 

Ⅳ 新興感染症発生時に早

期に受け入れる体制を

整えたことを評価。 

 

過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある場合には、その実施状況 
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２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組み 

 

中
期
目
標 

２－１ 効率的な業務運営体制の確立  自主性・効率性・透明性の高い病院運営を行うための業務運営体制を確立するとともに、地方独立行政法人制度の特徴を最大限に生かし、業務運営の改善及び効率

化に努めることを求める。 

※ 組織体制の充実 

医療を取り巻く環境の変化に迅速かつ的確に対応するため、組織・業務体制の改善及び充実を図ること。 

ICT（情報通信技術）等の活用とアウトソーシングを適切に進めるとともに、経営効率の高い業務執行体制の充実を図ること。 

※ 診療体制及び人員配置の弾力的運用 

医療需要の動向や経営状況の変化に迅速かつ的確に対応することができるよう、職員配置の在り方を検証し、弾力的に運用すること。 

また、常勤以外の雇用形態も含めた多様な専門職の活用による、効果的な医療の提供に努めること。 

※ 人事評価システムの運用 

人事評価システムにより職員の業績、職務能力、職責等を公正に評価し、職員の意欲が引き出される公平かつ客観的な人事制度の運用に努めること。 

※ 事務部門の専門性の向上 

事務部門において、病院特有の事務に精通した職員の確保及び育成により、専門性の向上を図ること。 

※ コンプライアンス（法令等の遵守）の徹底 

職員一人ひとりが誠実かつ公正に職務を遂行するため、業務執行におけるコンプライアンスを徹底し、適正な病院運営を行うこと。 

※ 適切な情報管理 

職員の情報セキュリティに対する意識向上やセキュリティ監視機能の充実・強化等、情報セキュリティ対策に努めること。 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

17 ※ 組織体制の充実 

 

１ 組織体制の充実 

 

２ アウトソーシングの導入等によ

る合理化の推進 

３ ICT（情報通信技術）の活用等に

よる経営効率の高い業務執行体制

の充実 

 

３ ICT（情報通信技術）の活用等による経営効率の高い業務執行

体制の充実 

・電子カルテ画面をスマートフォン型端末に表示することで、病

棟を巡回する看護師の業務効率向上を図った。 

 

１ 組織体制の充実 

・医療環境の変化や医療需要に的確に対応できるよう、弾力的

な診療体制づくりを進めた。 

・効率性・透明性の高い業務運営を目標とし、当院が有する各

種機能が効果的に働く組織体制の充実に取り組んだ。 

 

２ アウトソーシングの導入等による合理化の推進 

・一部病棟で看護補助業務委託を実施しており、引き続き安定

的な委託業務の遂行を促す。 

 

Ⅳ ICTを活用し看護師の負担

軽減に貢献したことを評

価。 

 

18 ※ 診療体制及び人員配置の弾力的

運用 

 

１ 人員配置の検証及び弾力的運用 

 

２ 効果的な体制による医療の提供 

 

 １ 人員配置の検証及び弾力的運用 

・各診療部門の状況や患者動向の変化に迅速かつ柔軟に対応

できるよう、医師、看護師の配置について弾力的運用を行っ

た。 

 

２ 効果的な体制による医療の提供 

・看護師や臨床検査技師、医師事務作業補助者等、多職種の非

Ⅲ 人員の配置、採用等につい

ては概ね平年並みと評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

常勤職員（派遣職員３名を含む）を38名採用した。 

・医師事務作業補助者を27名配置しており、医師の負担軽減

を図った。 

・看護師の負担軽減のため、看護補助者（看護助手）及び介護

福祉士を採用した。 

19 ※ 人事評価システムの運用 

 

１ 人事評価システムの運用 

 １ 人事評価システムの運用 

・目標管理と連動し、公正で客観的な人事評価制度の円滑 

な運用に努めた。 

 

Ⅲ 例年どおりの運用であり、

平年並みと評価。 

 

20 ※ 事務部門の専門性の向上 

 

１ 事務部門職員の確保及び育成 

 

 １ 事務部門職員の確保及び育成 
・事務局職員研修体系に基づき、若手職員を対象に対象者14
名が、上半期、下半期でそれぞれ1講座受講し、各階層に
必要とされるスキル及び専門性の向上を図った。 

・DPCコーディング業務について、引き続き職員で行い、診
療内容に最も適したDPCが選択できるよう、適切なコーデ
ィングに努めた。 

・医療情報技師等の資格取得や更新を支援した。 
 

Ⅲ 事務部門職員の確保、育成

については概ね平年並み

と評価。 

 

21 ※ コンプライアンス（法令等の遵

守）の徹底 

 

１ 業務執行におけるコンプライア

ンスの徹底 

 

 １ 業務執行におけるコンプライアンスの徹底 

・新規採用オリエンテーション時に、服務と倫理について、関

係法令、規則、規程の説明を行った。 

・コンプライアンス研修として、個人情報保護とハラスメント

防止について動画による研修を実施した。 

・監事監査を毎月実施し、適正な業務執行の確認体制を継続し

た。 

・委託業務評価について、２業者を抽出し業務が適切に実施さ

れているか確認を行い、業務の改善、向上を図った。 

・内部統制について、監査法人と委託契約を締結し、昨年度に

識別されたリスクへの対応状況や、収益認識基準の導入にお

ける内部統制への影響、令和２年度作成のリスクインテリジ

ェントマップの見直しを行い、令和６年度の取組みについ

て、内部統制委員会、リスク管理委員会へ報告し、リスク等

の共有を図った。 

 

 

 

 

 

Ⅲ 例年どおりの取組みであ

り、平年並みと評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

【コンプライアンス研修開催実績】       単位：人 

開催期間 講師・演題等 参加者 

R6.4.1 
総務課 阿部栄治 

『服務と倫理』 

新規採

用者 

R6.6 ～

R6.7 

動画視聴『個人情報・プライバ

シー』 
全職員 

R6.12 ～

R7.1 
動画視聴『ハラスメント防止』 全職員 

 

 

 

 

 

 

22 ※ 適切な情報管理 

 

１ 情報セキュリティ監視機能の充

実・強化等 

 

２ 情報セキュリティに対する意識

向上 

 

１ 情報セキュリティ監視機能の充実・強化等 

・情報セキュリティ管理士の資格を１名取得した。 

・厚生労働省のサイバーセキュリティ確保事業を活用し専門家の

現地調査等による脆弱性診断を行った。 

 

２ 情報セキュリティに対する意識向上 

・e-learning による情報セキュリティ研修や院内メールの掲

示板等を活用して情報セキュリティに係る啓発を実施した。 

 

Ⅳ 職員の育成や制度の活用

により情報セキュリティ

対策の充実を図った実績

を評価。 

 

 

過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある場合には、その実施状況 

 

 

中期 

目標 

２－２ 業務運営の見直しや効率化による収支の改善  地方独立行政法人制度の特徴を生かした業務内容の見直しや効率化を通じて、収支の改善を図ることを求める。 

※ 多様な契約手法の導入 

透明性・公平性の確保に十分留意しつつ、複数年契約等多様な契約手法を導入し、契約事務の合理化を図ること。 

※ 収入の確保 

病床利用率等収入確保につながる数値目標を設定し、地域社会のニーズに即した病院経営を行うことにより、その達成を図ること。 

また、未収金の発生防止や早期回収等により、収入の確保に努めること。 

さらに、安定した経営を維持するため、国の医療制度改革や診療報酬改定等に速やかに対応すること。 

※ 費用の削減 

医薬品・診療材料等の購入方法の見直し、在庫管理の徹底、後発医薬品（ジェネリック医薬品）の採用等により費用の節減に努めること。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

23 ※ 多様な契約手法の導入 

 

１ 調達の効率化及び適正な契

約事務の実施 

１ 調達の効率化及び適正な契約事務の実施 

 

・診療材料の価格交渉を進めるうえで病院単独交渉には限界があ

ることから、共同購入組織に調達業務を委託し価格低減を図っ

た。 

・MRPベンチマークシステムを活用することで適正価格を把握する

ことができ、入札時には複数の応札があり競争が生まれた。 

・目的が異なる機器の共通部品（ディスプレイ）を一括調達するこ

とで安価に購入するとともに事務量の省力化を図った。 

 

 

 Ⅳ 多様な契約手法を導入

し事務量省力化と価格

低減を図った実績を評

価。 

24 ※ 収入の確保 

 

１ 効果的な病床管理、医療機器

の効率的な活用 

 

２ 未収金の発生防止対策等 

 

３ 国の医療制度改革や診療報

酬改定等への迅速な対応 

 １ 効果的な病床管理、医療機器の効率的な活用 

・高度医療機器の共同利用について、開業医への訪問活動等を通

じて継続的に検査情報を提供しながら PR したところ、昨年度

の２倍程度（2,206件）の利用があった。 

・収益と費用の状況を継続的に注視した。 

 

【病床管理状況】 

項目＼年度 R2 R3 R4 

新規入院患者（単位：人） 13,123 13,966 13,159 

延べ入院患者（単位：人） 148,961 159,465 144,878 

平均在院日数 

（単位：日） 

全体 10.4 10.4 10.0 

一般 10.1 10.2 9.8 

一人当たり 

入院単価 

（単位：円） 

全体 76,556 78,220 83,559 

一般 78,616 

 

79,931 

 

 

85,072 

 

  

項目＼年度 R5 R6 

新規入院患者（単位：

人） 
12,563 12,773 

延べ入院患者（単位：

人） 
139,020 139,541 

Ⅲ 未収金の発生防止等継

続的に取り組んでいる

が、未収金額が増えてお

り平年並みの実績と評

価。 



 

34 
 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

平均在院

日数 

（単位：

日） 

全体 10.1 9.9 

一般 9.8 9.7 

一人当たり 

入院単価 

（単位：円） 

全体 85,168 87,140 

一般 87,192 89,338 

 

 （参考） 

項目＼年度 R2 R3 R4 

一日当たり外来患者数 

（単位：人） 
1,015 1,068 1,086 

一人当たり外来単価 

（単位：円） 
21,851 21,346 21,602 

 

項目＼年度 R5 R6 

一日当たり外来患者数 

（単位：人） 
1,057 1,091 

一人当たり外来単価 

（単位：円） 
23,580 24,167 

 

２ 未収金の発生防止対策等 

・未収が発生する可能性がある患者について、事前に医事担当や

医療相談担当、各市の行政担当者と連携を図り、未収防止に努

めた。 

・診療費の回収を行うため、担当者２名による催促、督促、分納

相談を実施し、事案によっては弁護士に委託した。 

 

【未収金の発生状況】         （各年度末時点※） 

   R2 R3 R4 

件数 

（件） 

金額 

（千円） 

件数 

（件） 

金額 

（千円） 

件数 

（件） 

金額 

（千円） 

過年分 317 22,013 329 26,200 440 30,794 

現年分 518 23,564 574 22,152 572 35,590 

合計 835 45,577 903 48,352 1,012 66,384 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

 

   R5 R6 

件数 

（件） 

金額 

（千円） 

件数 

（件） 

金額 

（千円） 

過年分 548 34,151 602 37,231 

現年分 509 53,825 454 20,603 

合計 1,057 87,976 1,056 57,834 

※年度末時点での４月以降の診療報酬収納分を除く 

 

３ 国の医療制度改革や診療報酬改定等への迅速な対応 

・診療密度の向上や入院期間のチェック、適正なDPCコーディン

グを実施し、来年度のDPC特定病院群を維持した。 

・外部コンサルタントによる分析や点検結果の提供を受け、診療

報酬委員会でフィードバックを行い、院内で共有した。 

・来年度の診療報酬改定に向け、各部門と連携し診療報酬の変更

や新設に対応できるよう取り組んだ。 

 

25 ※ 費用の削減 

 

１ 医薬品・診療材料等の購入方

法の見直し及び適正な在庫管

理の徹底 

 

２ 後発医薬品の使用促進 

１ 医薬品・診療材料等の購入方法の見直し及び適正な在庫管理の

徹底 

・汎用分野の診療材料については、統一価格品への切替提案や部署

へのサンプリングを行い選定品採用の促進を図り年間約 6,900

万円の削減効果を得た。 

・薬品について、薬価交渉を行い年間約 920 万円の削減効果を得

た。 

 

【医業収益に対する材料費比率】         単位：％ 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

薬品費 18.5 18.5 20.3 21.4 21.8 

診療材料費 10.9 11.1 11.6 12.2 12.1 

材料費全体 29.5 29.8 31.9 33.8 34.1 

 

【薬品費及び診療材料費】       単位：千円 

区分＼年度 R2 R3 R4 

薬品費 3,142,369 3,410,882 3,688,839 

診療材料費 1,850,991 2,048,555 2,092,256 

２ 後発医薬品の使用促進 

・年度平均で後発医薬品の使用率は92.23％となり、後発医薬 

品使用体制加算Ⅰの要件となる使用率90%以上を確保した。 

  

【後発医薬品（ジェネリック）の使用比率】   単位：％ 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

数量ベース 89.89 90.63 89.79 93.17 92.23 
 

Ⅳ 診療材料を年間約6,900

万円削減した実績を評

価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

 

区分＼年度 R5 R6 

薬品費 3,911,475 3,700,989 

診療材料費 2,224,529 2,521,379 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算(人件費の見積含む。)、収支計画及び資金計画 

 

中期 

目標 

※ 経常収支比率等 

業務運営の改善及び効率化を効果的に進めることで、経常収支比率100％以上を達成すること。 

医業収支比率については、同規模の全国自治体病院の平均値等を参考に、適切な目標を定め達成すること。 

※ 職員給与費対医業収益比率 

職員給与費対医業収益比率については、同規模の全国自治体病院の平均値を参考に、適切な目標を定め達成すること。 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

26 「２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

を達成するための取組」で定めた計画を確実に実

施することにより、業務運営の改善及び効率化を

効果的に進めるなどして、経常収支比率 100％以

上、医業収支比率100％以上及び職員給与費対医業

収益比率50％以下を目指す。 

 ・ 補助金等収益の減、薬品費、診療材料費、新中央診療棟への

引越しを含む経費等の増により、経常収支比率87.0％となっ

た。また、職員給与費対医業収益比率は目標の50％以下を上

回ったため、業務の効率化や医業収益の更なる増収を目指して

いく。 

 

【経常収支比率・職員給与費対医業収益比率】    単位：％ 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

経常収支 97.1 99.5 96.8 85.2 87.0 

職員給与費 58.0 53.0 54.2 53.5 52.4 
 

Ⅱ 

 

５年連続の赤

字を計上し

た。 

過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある場合には、その実施状況 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

 １ 予算 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 
収入  

 

営業収益 ２１，２０５ 

 
医業収益 １９，５７０ 
運営費負担金収益 １，５３３ 
その他営業収益 １０２ 

営業外収益 １５０ 

 
運営費負担金収益 ７０ 
その他営業外収益 ８０ 

資本収入 ３４９ 

 
長期借入金 ０ 
運営費負担金 ３３２ 
その他資本収入 １７ 

その他の収入 ０ 
計 ２１，７０４ 

支出  

 

営業費用 １９，９４４ 

 

医業費用 １９，２２２ 

 

給与費 ９，４９３ 
材料費 ６，２６６ 
経費 ３，３８９ 
研究研修費 ７４ 

一般管理費  ７２２ 

 
給与費 ４８０ 
経費 ２４２ 

営業外費用 ２５４ 
資本支出 ２，８４８ 

 
建設改良費 １，８３１ 
償還金 ９６８ 
その他資本支出 ４９ 

その他の支出 ０ 
計 ２３，０４６ 

（注記 略） 

 

 １ 決算 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 
収入  

 

営業収益 ２２,７４０ 

 
医業収益 ２０,８９７ 
運営費負担金収益 １,７３９ 
その他営業収益 １０４ 

営業外収益 １４６ 

 
運営費負担金収益 ４８ 
その他営業外収益 ９８ 

資本収入 ４４４ 

 
長期借入金 ３６０ 
運営費負担金 ４５ 
その他資本収入 ３９ 

その他の収入 ０ 
計 ２３,３３０ 

支出  

 

営業費用 ２１,２４８ 

 

医業費用 ２０,６０８ 

 

給与費 ９,２１３ 
材料費 ７,１３１ 
経費 ４,２０７ 
研究研修費 ５７ 

一般管理費 ６４０ 

 
給与費 ４０４ 
経費 ２３６ 

営業外費用 ２０２ 
資本支出 １,６５７ 

 
建設改良費 ６８６ 
償還金 ８８８ 
その他資本支出 ８３ 

その他の支出 ０ 
計 ２３,１０７ 

（注記 略） 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

 ２ 収支計画 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 
収益の部 ２１，３２７ 

 

営業収益 ２１，１８４ 

 

医業収益 １９，５４４ 
運営費負担金収益 １，５３３ 
資産見返負債戻入 ６ 
その他営業収益 １０１ 

営業外収益 １４３ 

 
運営費負担金収益 ７０ 
その他営業外収益 ７３ 

臨時利益 ０ 
費用の部 ２２，７９３ 

 

営業費用 ２１，７８５ 

 

医業費用 ２１，０２４ 

 

給与費 ９，４４５ 
材料費 ６，１８６ 
経費 ３，１４１ 
減価償却費 ２，１８４ 
研究研修費 ６８ 

一般管理費 ７６１ 

 
給与費 ４８１ 
減価償却費 ６０ 
経費 ２２０ 

営業外費用 １，００８ 
臨時損失 ０ 
予備費 ０ 

純損失 ▲１，４６６ 
目的積立金取崩額 ０ 
総損失 ▲１，４６６ 

（注記 略） 

 ２ 収支計画に対する実績 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 
収益の部 ２０,９５５ 

 

営業収益 ２０,７８７ 

 

医業収益 １８,９３８ 
運営費負担金収益 １,７２９ 
資産見返負債戻入 ６ 
その他営業収益 １１４ 

営業外収益 １３９ 

 
運営費負担金収益 ４７ 
その他営業外収益 ９２ 

臨時利益 ２９ 
費用の部 ２４,１６８ 

 

営業費用 ２２,６９１ 

 

医業費用 ２１,９９１ 

 

給与費 ９,５０１ 
材料費 ６,４２５ 
経費 ３,８９６ 
減価償却費 ２,１１７ 
研究研修費 ５２ 

一般管理費 ７００ 

 
給与費 ４２７ 
減価償却費 ５９ 
経費 ２１４ 

営業外費用 １,３７２ 
臨時損失 １０５ 
予備費 ０ 

純損失 ▲３,２１３ 
目的積立金取崩額 ０ 
総損失 ▲３,２１３ 

（注記 略） 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

 ３ 資金計画 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 
資金収入 ２９，４８７ 

 

業務活動による収入 ２０，９１３ 

 
診療業務による収入 １９，１２８ 
運営費負担金による収入 １，６０３ 
その他の業務活動による収入 １８２ 

投資活動による収入 ２３ 

 
運営費負担金による収入 ６ 
その他の投資活動による収入 １７ 

財務活動による収入 ３３２ 
 長期借入による収入 ０ 
 その他の財務活動による収入 ３３２ 
前事業年度からの繰越金 ８，２１９ 

資金支出 ２９，４８７ 

 

業務活動による支出 ２０，３８４ 

 
給与費支出 ７，９２８ 
材料費支出 ６，３７２ 
その他の業務活動による支出 ６，０８４ 

投資活動による支出 ５，１９８ 

 
有形固定資産の取得による支出 ５，１４９ 
その他の投資活動による支出 ４９ 

財務活動による支出 ９６８ 
 長期借入金の返済による支出 ７３７ 
 移行前地方債償還債務の償還による支出 ９６ 
 その他財務活動による支出 １３５ 
翌事業年度への繰越金 ２，９３７ 

（注記 略） 

 ３ 資金計画に対する実績 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 
資金収入 ２９,６４０ 

 

業務活動による収入 ２１,０３７ 

 
診療業務による収入 １８,８３０ 
運営費負担金による収入 １,７７６ 
その他の業務活動による収入 ４３１ 

投資活動による収入 ６４ 

 
運営費負担金による収入 ４２ 
その他の投資活動による収入 ２２ 

財務活動による収入 ３６３ 
 長期借入による収入 ４５ 
 その他の財務活動による収入 ３１８ 
前事業年度からの繰越金 ８,１７６ 

資金支出 ２６,７４５ 

 

業務活動による支出 ２２,４８２ 

 
給与費支出 ８,２０３ 
材料費支出 ７,１４０ 
その他の業務活動による支出 ７,１３９ 

投資活動による支出 ３,３５４ 

 
有形固定資産の取得による支出 ３,２４３ 
その他の投資活動による支出 １１１ 

財務活動による支出 ９０９ 
 長期借入金の返済による支出 ７０７ 
 移行前地方債償還債務の償還による支出 ９６ 
 その他財務活動による支出 １０６ 
翌事業年度への繰越金 ２,８９５ 

（注記 略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある場合には、その実施状況 
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４ 短期借入金の限度額 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

－ ※ 短期借入金の限度額 

 

１ 限度額 

 

２ 想定される短期借入金の発生理

由 

 １ 限度額 

・10億円 

 

 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

・実績なし 

 

－  

 

５ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

－ ※ 出資等に係る不要財産又は出資

等に係る不要財産となることが見

込まれる財産がある場合には、当

該財産の処分に関する計画 

 

 ・該当なし －  

 

６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

－ ※ 重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、その計

画 

 ・該当なし －  

 

 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

－ ※ 剰余金の使途  ・該当なし －  

７ 剰余金の使途 
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８ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

 

中期 

目標 

８－１ 職員の勤務環境の向上  働き方改革を実現するため、労務管理を適正に行うとともに、医療従事者等職員の必要数確保、柔軟な勤務形態の導入、育児支援体制の充実等、職員の勤務環境の改善

に取り組むこと。 

特に、医師の業務負担軽減や労働時間短縮のため、タスク・シフティング（業務の移管）の推進等国の指針に基づいた取組を着実に実施すること。 

また、職員の意見が反映される仕組みの充実を図り、病院で働く全ての職員が誇りを持って職責が果たせるよう、やりがいの創出に努めること。 

 

８－２ 岐阜県及び他の地方独立行政法人との連携  医師の診療応援や人事交流等、岐阜県及び岐阜県の設立した他の地方独立行政法人との連携を推進すること。 

 

８－３ 施設・医療機器の整備  新中央診療棟等の施設整備や医療機器整備については、県民の医療需要、費用対効果、医療技術の進展等を総合的に勘案し、岐阜県立多治見病院として担うべき機能の

強化が図られるよう、計画的に実施すること。 

８－４ 内部統制の充実強化  内部統制の充実強化を図るため、内部監査のほかモニタリングの結果を、リスクの評価・対応や法人の規程に適切に反映させるなど、内部統制の取組を着実に推進するこ

と。 

また、危機管理事案等発生時には、理事長のリーダーシップを発揮し迅速かつ適正に対応すること。 

８－５ 法人が負担する債務の償還に関する事項  法人は、岐阜県に対して負担する地方独立行政法人法第86条第１項に規定する債務の処理を確実に行うこと。 

 

項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

27 ※ 職員の就労環境の向上 
 
１ 育児・介護との両立支援や離職
防止・復職支援体制の充実 

 
２ 働き方改革の実現に向けた取
組 

 
３ 職員のモチベーション向上に
資する取組 

１ 育児・介護との両立支援や離職防止・復職支援体制の充実 
・育児部分休業の活用等、仕事と家庭を両立させるための柔軟な勤
務時間体制を推進した結果、育児部分休業及び育児短時間勤務利
用者数は62名となった。 

・働き方改革・職員相談支援室において、職場環境や人間関係等の
悩みを相談できる体制を確保しており、看護部についてはナース
サポートセンターとして専任の看護師が対応を行った。また、院
内広報誌「土岐川のしらべ」を隔週で発行し、相談機能の充実に
努めた。 

 
【有給休暇取得率】                  単位：％ 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

年次休暇 43.9 40.1 44.1 48.9 52.2 

 
 
【医師・看護師事務作業補助者数】 単位：人（各年度末時点） 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

医師事務作業補助者
（医療クラーク） 

37 36 36 32 29 

病棟事務補助者（看
護クラーク） 

18 18 13 18 18 

合 計 55 54 49 50 47 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ 働き方改革会議による長

時間労働者の把握や注意

喚起、有給休暇取得率の

向上等についての取組み

を評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

【育児部分休業及び育児短時間勤務利用者数】 

                              単位：人（各年度末時点） 

区分＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 

利用者数 40 55 61 69 62 

 
２ 働き方改革の実現に向けた取組 
・院長、副院長を構成員とする働き方改革会議を毎月開催し、各部
門ごとの時間外勤務の状況や、各医師の毎月の時間外勤務の推移
を把握した。また、月の長時間労働該当医師の診療科部長に対し
文書にて注意喚起を行った。 

・看護職員向けに、顔認証を利用して勤怠管理を行う勤怠申請シス
テムを構築している。本システムの運用開始にあたっては、看護
職員の時間外勤務、各種手当及び休暇等の申請を紙申請からシス
テム申請に変更することとなり、看護職員の負担軽減を見込んで
いる。 

・前期定期健康診断とあわせて、「ストレスチェック」を全職員 
対象に実施した。（受検率95.1％） 

・ 定期健康診断の受診率は99.5％であり、要精密検査等の指示の 
あった職員へのフォローを実施した。 

  
【メンタルヘルスケア相談件数】     単位：件 

R2 R3 R4 R5 R6 

8 9 5 5 5 
 
【メンタルヘルス講習会参加者数】     単位：人 

 
 
 

 ※令和２～４年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催
を見送った。また、令和５年度から当日参加できない職員にも配
慮し、WEBで後日視聴が可能となるようにした。 

  

３ 職員のモチベーション向上に資する取組 

・ 夜間看護割増手当を新設し、モチベーションの向上に努めた。 

 

 

 

 

 

R2 R3 R4 R5 R6 

－ － － 48 55 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

28 ※ 岐阜県及び他の地方独立行政

法人との連携に関する事項 

 

１ 県との連携・強化 

 

２ 他の地方独立行政法人との連

携・強化 

 

 

 

 

１ 県との連携・強化 

・ 岐阜県立多治見看護専門学校に対して、病院の医師・看護

師等を専任教員又は非常勤講師として派遣するなど、同校

との連携の強化を維持した。 

・ 厳しい経営状況から病院運営や施設整備（既存棟の改修等）

に必要な財源を確保するため、政策医療に必要な費用の確

実な補填（運営費負担金の増）、岐阜県地方独立行政法人経

営安定化基金の貸付、施設整備費用（既存棟の改修等）の

全額補填（起債の増額等）、看護師等の確保対策支援を県（健

康福祉部長）へ要望した。 

 

２ 他の地方独立行政法人との連携・強化 

・新しい人事給与システムを３法人で連携して構築してい

る。 

 

Ⅲ 県との連携強化は推進し

たが、他の地方独立行政

法人との連携強化はなか

ったため平年並みと評

価。 

29 ※ 施設・医療機器の整備に関する
事項 

 
１ 新中央診療棟等の施設の計画
的な整備 

 
２ 医療機器の計画的な更新・整備 
 
 

１ 新中央診療棟等の施設の計画的な整備 
・既存棟の改修工事（患者総合支援センター、化学療法センター、
管理部門等の整備）は必要な財源を確保できるまで発注を延期し
たが、化学療法の患者数増加に対応するため、旧外来の空きスペ
ースに最小限の改修を行って、第２化学療法センターを開設した。 

・手術支援ロボット、ハイブリッド手術室、増設強化した MRI装置
について有効活用するため、東濃圏域等へのPR活動や院内調整を
行い、円滑かつ効果的に運用できるように努めた。 

 
２ 医療機器の計画的な更新・整備 
・厳しい経営状況から、整備対象を緊急性の高い医療機器、収益性
の高い医療機器、複数の診療科で共同利用する医療機器に厳選し
て整備を行った。 

 
【総投資額】              （単位：百万円） 

区

分 

 
R2 R3 R4 R5 R6 

新
棟 
建
設 

建築工事  700 2,814 4,942 － 
電気設備工事  0 0 2,204 － 
空調設備工事  0 119 2,238 － 
衛生設備工事  0 0 1,621 － 
ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ設備  0 0 91 － 
工事監理  30 52 39 － 
小 計  730 2,985 11,135 － 

 Ⅳ 第２化学療法センターの

開設や、新たに導入した

医療機器を PR する活動

を評価。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

医療機器等整備 562 358 184 3510 134 

施設等整備 101 100 145 47 32 

合 計 663 1,188 3,314 14,692 166 
 

30 ※ 内部統制の充実強化 
 
１ 内部統制の取組 
 
２ 内部統制に対する監査及び評
価 

 
３ 災害等危機管理事案発生時に
おける理事長の統制環境の充実
強化 

 １ 内部統制の取組み 

・内部統制委員会、リスク管理委員会を３月に開催し、昨年

度に識別されたリスクへの対応状況等について報告し、リ

スク等の共有を図った。 

 
２ 内部統制に対する監査及び評価 

・監査法人と委託契約を締結し、昨年度に識別されたリスク

への対応状況や、収益認識基準の導入における内部統制へ

の影響、令和２年度作成のリスクインテリジェントマップ

の見直しを行い、令和６年度の取組みについて、内部統制

委員会、リスク管理委員会へ報告し、リスク等の共有を図

った。 

 
３ 災害等危機管理事案発生時における理事長の統制環境の
充実強化 

・ 新中央診療棟への診療機能移転に伴い災害対策本部を病棟
の中心となるエリアに移動することとした。 

 

Ⅲ 継続的な取組みが実施で

きているが、平年並みの

実績と評価 

 

 

 

 

31 ※ 法人が負担する債務の償還に

関する事項 

 

 ・法人として岐阜県に対し負担する債務の償還を確実に行っ
た。 

 
【企業債償還額（元本）】（単位：百万円） 

償還月 金 額 

9月 401 

3月 401 

計 802 

【債務の償還状況（合計）】  （単位：百万円） 

年度 実績 

第1期中期計画期間計 3,603 

第2期中期計画期間計 2,634 

R 2 527 

R 3 448 

R 4 525 

R 5 392 

R 6 802 

Ⅲ 償還計画に則って償還で

きている。 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

（内訳） 
移行前地方債償還債務    （単位：百万円） 

年度 実績 

第１期中期計画期間計 3,211 

第２期中期計画期間計 1,485 

R 2 167 

R 3 90 

R 4 91 

R 5 94 

R 6 95 

 
長期借入金償還額      （単位：百万円） 

年度 実績 

第１期中期計画期間計 392 

第２期中期計画期間計 1,149 

R 2 360 

R 3 358 

R 4 434 

R 5 298 

R 6 707 
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項

目

№ 

中期計画の取組項目 Ｒ６年度計画で特に進捗した取組み／評価結果の反映状況 その他の主な取組み／課題及びその改善策(●) 
自己 

評価 
自己評価理由 

32 ※ 中期目標の期間における主な

計画数値 

 

 

 

 

令和６年度計画における主な計画数値 
 

主な目標・計画 年度目標 

入院患者数（１日平均） 

外来患者数（１日平均） 

新規入院    38人 

外  来   1,100人 

手術件数（年間） 
手術室          5,000件 

中央放射線・内視鏡    3,500件 

高精度放射線治療患者数 

（年間） 
470人 

DPC病床での 

入院期間Ⅰ・Ⅱ以内の 

退院患者比率（年間） 

80％ 

病床利用率（全病床・年間） 80％ 

紹介率・逆紹介率（年間） 
紹介率  80％ 

逆紹介率 95％ 

患者満足度（調査期間） 
外来  91％ 

入院  98％ 

後発医薬品使用率 

（数量ベース） 
92％ 

左記計画数値に対する実績 
 

主な目標・計画 年度目標 

入院患者数（１日平均） 

外来患者数（１日平均） 

新規入院    34.9人 

外  来    1,091.4人 

手術件数（年間） 
手術室         5,114件 

中央放射線・内視鏡 3,228件 

高精度放射線治療患者数 

（年間） 
447人 

DPC病床での 

入院期間Ⅰ・Ⅱ以内の 

退院患者比率（年間） 

77.9％ 

病床利用率（全病床・年間） 75.9％ 

紹介率・逆紹介率（年間） 
紹介率  73.3％ 

逆紹介率 95.3％ 

患者満足度（調査期間） 
外来  87.1％ 

入院  98.7％ 

後発医薬品使用率 

（数量ベース） 
92.23％ 

Ⅲ 達成された目標がある一

方で、未達成となった項

目もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある場合には、その実施状況 

 

 

 


